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1-1. 研究の背景 

 

1-1-1. 幸福感への関心 

 

 我が国では戦後から高度経済成長期にかけて，幸せ＝物の豊かさと捉え，物質的・経済的な豊かさを追

求してきた．その結果，1968 年には GNP 世界 2 位の経済大国となり，日本は世界でトップクラスの「豊

かさ」を達成した．しかし，経済や工業が発展するにつれ，資源の枯渇，環境・生物多様性の破壊，貧富

格差の拡大などの諸問題が発生し，物質的・経済的な豊かさが人々の幸福に結びついているかについて

議論が行われるようになった（前野, 20131; 環境省, 20122）．実際，日本の一人当たり GDP と幸福感の

推移は図 1に示す通りで，GDP が 50 年余りで 30 倍になっているにも関わらず，幸福感は横ばいとなって

いる．図の作成にあたっては，内閣府『国民経済計算（GDP 統計）』3，総務省『人口統計』4，World Database 

of Happiness『Happiness in Japan』5を参考にした．佐賀市（2016）6によると，一国の幸福感と GDP の

変化が乖離する現象はアメリカやヨーロッパ諸国などでも広く確認され，何が幸福感をもたらすのか，

また，幸福感をどのように調査するのかについての研究が世界的に行われるようになった． 

 例えば，1990 年にノーベル経済学者のアマルティアセンが，GDP に変わる新たな指数として，所得だ

けではなく健康と教育の 3要素を指標とした『人間開発指数 HDI（Human Development Index）』7を開発

している．また，2001 年に経済学者ブルーノフライによる『Happiness and Economics』8の中で，幸福感

をはじめとした主観的指標がデータとして有用であることが主張されて以来，主観的幸福感 SWB

（Subjective Well-being）に関する研究が盛んになっている． 

 本研究において住民の幸福感に基づく都市評価方法について論じる上では，まずは上記のような幸福

感に関する研究や幸福感調査の変遷および内容を整理することが必要である． 

 
1 前野隆司, 幸せのメカニズム 実践・幸福学⼊⾨, 講談社, 2013. 
2 環境省, 環境⽩書・循環型社会⽩書・⽣物多様性⽩書, 2012, https://www.env.go.jp/policy/hakusyo/zu/h25/pdf/1-2.pdf 
3 内閣府, 統計表（国⺠経済計算年次推計）, 2021, https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kakuhou/files/files_kakuhou.html 
4 総務省統計局, ⼈⼝推計の結果の概要, 2021, https://www.stat.go.jp/data/jinsui/2.html#series 
5 World Database of Happiness, Happiness in Japan（JP）, 2021, https://worlddatabaseofhappiness-
archive.eur.nl//hap_nat/nat_fp.php?cntry=6&mode=3&subjects=385&publics=41 
6 佐賀市, 佐賀市⺠の幸福に関する意識調査ダイジェスト, 2016, 
https://www.city.saga.lg.jp/site_files/file/2017/201704/p1bdlptb841jjvcoho6ils11lah4.pdf 
7 内閣府, 国連開発計画「⼈間開発指数(HDI: Human Development Index)」, 2021, 
https://www8.cao.go.jp/kodomonohinkon/chousa/h28_kaihatsu/2_02_2_1.html 
8 Bruno S. Frey, Happiness and Economics: How the Economy and Institutions Affect Human Well-Being, Princeton Paperbacks, 2001. 
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図 1：日本人一人当たりの GDP と幸福感の推移 

内閣府『国民経済計算（GDP 統計）』3，総務省統計局『人口統計』4，World Database of Happiness

『Happiness in Japan』5を参考に筆者作成． 

 

 

1-1-2. 今後の都市計画における幸福感調査の重要性 

 

 幸福感への関心が高まる中，日本の都市計画分野においても，幸福感調査の重要性が今後益々高まっ

ていくと予想される． 

 従来の都市事業では，公園や道路といった施設整備，市街地の拡張や抑制，緑地の保全などが実施さ

れ，その成果の多くは結果的に地図上に表記される対象であったため，緑被率，日照といったいわば空か

ら都市を俯瞰することでデータ化できる量的指標や，費用便益分析などの経済的指標による事業評価が

行われてきた（出口, 20209）．それに対して近年開発が進むスマートシティでは，IoT データなどを活用

して住民の幸福感を直接向上させるといった，従来の量的指標や経済的指標では評価しきれない取り組

みが増加している．例えば，会津地域では MaaS システムにより交通サービス，施設，店舗の運休，混雑

情報をリアルタイムに入手できる10ほか，加古川市では IoT デバイスによって，子供や高齢者の見守りサ

ービスを実施している11．これらのような，物理的な都市整備を経ずに住民の幸福感に直接効果をもたら

 
9 出⼝敦, スマートシティをめぐる⽂理の協創の取組と課題, ⽂理の協創によって社会的課題に⽴ち向かう総合⼯学, pp. 44-49, 2020. 
10 内閣府, スマートシティを通して導⼊されるサービス（前半）, 2021, 
https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/smartcity/02_ref1.scservice_1.pdf 
11 内閣府, スマートシティを通して導⼊されるサービス（後半）, 2021, 
https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/smartcity/02_ref1.scservice_2.pdf 



第 1章 序論 

 8 

すソフト事業が行われる都市においては，量的，経済的指標による都市評価に代わって，住民の幸福感に

基づいて都市を評価する仕組みが重要となる． 

 また近年では，国連が定める『SDGs（Sustainable Development Goals）』の前文で「No one will be 

left behind.（誰一人取り残さない）」が誓われる12ほか，内閣府が未来社会のコンセプト『Society ５.0』

として，誰もが快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる「人間中心の社会」を提唱する13な

ど，人々の多様な価値観への対応が社会的に求められている．都市分野においても，「緑が多い方が良い」，

「経済的に豊かな方が良い」などの画一化された価値観に基づく評価に代わって，住民一人一人の価値

観に応じて都市を評価する必要性が高まっており，住民の幸福感に基づく都市評価はこのような面から

も重要であると言える． 

 

 

1-1-3. 自治体による幸福感調査の課題 

 

 1-1-2 で述べたように幸福感に基づく都市評価の重要性が高まっている背景から，国内では，住民の幸

福感調査を実施する自治体が増加している．例えば，荒川区は，『荒川区民総幸福度 GAH（Gross Arakawa 

Happiness）』という幸福感の調査指標を独自に開発し，2013 年から区民の幸福感を調査している14．また，

熊本県でも，『県民総幸福量 AKH（Aggregate Kumamoto Happiness）』という調査指標が開発され，住民の

幸福感調査が行われている15． 

 しかし，これらの幸福感調査では，政策の改善・立案に活用しにくい点や，行政による住民の価値観の

画一化などの課題が指摘されている．森田（2014）16は，「幸福度指標は代表性が高くコントロール性が低

いという特性を持っており，政策の改善や立案に活用しにくい」と指摘している．コントロール性とは，

斎藤（2003）17によると「指標内容の実現手段をどのように想定できるか」を意味しており，森田（2014）

は更に，「住民の幸福度を測定できたとしても，幸福度をモニタリングするのみにとどまり政策の改善や

立案に活用されなかった場合，幸福度指標の存在意義が問われる」と述べている．また，森田（2014）は，

「既存事例では指標（項目）選定が行政によって行われており，行政が住民の価値観を一方的に決定し画

一化している可能性がある」とも指摘している．例えば，行政が幸福感調査の指標項目の一つとして『可

処分時間の多さ』を定めたとしても，可処分時間が多い方が幸福であるかどうかは住民の嗜好次第であ

り，このような画一化された価値観に基づく指標項目を用いても住民の幸福感を適切に調査することは

できない． 

 以上のように，自治体による既存の幸福感調査ではいくつかの課題が指摘されているものの，森田

（2014）は，幸福感調査の指標項目の構成を分析することによってこれらの指摘を行っており，実際に幸

福感調査を実施する自治体がどのような課題を感じているのかについては別途確認しなければならない． 

 
12 外務省, No one will be left behind. - 誰⼀⼈取り残さない, 2015, https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000295122.pdf 
13 内閣府, Society 5.0, 2021, https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/ 
14 荒川区, 荒川区⺠総幸福度（GAH）に関する区⺠アンケート調査, 2020, 
https://www.city.arakawa.tokyo.jp/a001/kouhou/kouchou/gahanke-to.html 
15 熊本県, 令和 3 年度（2021 年度）県⺠総幸福量（AKH）に関する調査結果について, 2021, 
https://www.pref.kumamoto.jp/soshiki/18/115202.html 
16 森⽥修康, ⾃治体における幸福度指標の課題と⽅向性 ー指標作成アプローチと政策の改善・⽴案への活⽤⽅法ー, ⾃治体学, 第 27 巻, 
第 2 号, pp. 60-66, 2014. 
17 斎藤達三, 総合計画と政策評価, 地域科学研究会, 2003. 
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1-1-4. 住民の幸福感に基づく新たな都市評価方法 

 

 自治体による既存の幸福感調査について課題が指摘されている一方で，住民の幸福感に基づく新たな

都市評価方法が研究者によっていくつか提案されている．例えば，林らは 2021 年に『交通・都市計画の

QOL 主流化』18の中で，従来の費用便益分析による事業評価に代わって，住民の QOL（生活の質）の変化

から都市事業を評価する『QOL アクセシビリティ法』を提唱している．また，筆者が参画している日立東

大ラボ（「超スマート社会」の実現を目指し，スマートシティとエネルギー政策について研究する産学共

創の研究組織）のハビタット・イノベーションプロジェクト19では，住民の活動満足度に着目して幸福感

を調査し都市を評価する，『ActiveQoL』による都市評価を提案している20． 

 しかし，これらの方法が自治体による既存の幸福感調査の課題を解決できるかについての検討や，方

法の実現に向けた具体的な要件についての提案は未だ行われていない． 

  

 
18 林良嗣 他, 交通・都市計画の QOL 主流化 経済成⻑から個⼈の幸福へ, 明⽯書店, 2021. 
19 H-UTokyo Lab. , QoL による都市評価, 2021, http://www.ht-lab.ducr.u-tokyo.ac.jp/research/city_qol/ 
20 H-UTokyo Lab. , ⼈中⼼のスマートシティの評価と QoL, 2021, http://www.ht-lab.ducr.u-tokyo.ac.jp/wp-
content/uploads/2021/10/5b6a7c4315a29b81340890b7402209ff.pdf 
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1-2. 研究の目的 

 

 背景を踏まえ本研究では，幸福感に基づく都市評価を実現するため，幸福感に基づく新たな都市評価

方法の有効性と実現に向けた具体的要件を明らかにすることを目的とする．また，以下の小目的を設定

する． 

 

① 幸福感に関する研究や幸福感調査の変遷および内容を明らかにすること．（第 2章） 

② 幸福感調査を実施している自治体へのヒアリング調査を通し，自治体による既存の幸福感調査の課題

を明らかにすること．（第 3章） 

③ 既存の幸福感調査に基づく都市評価方法と，新たな都市評価方法を比較検討し，新たな都市評価方法

の有効性を明らかにすること．（第 4章） 

④ 住民の幸福感に基づく新たな都市評価方法の実現に向けて，『ActiveQoL』による都市評価 20の要件を

明らかにすること．（第 5章） 
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1-3. 既往研究の整理と研究の新規性 

 

 幸福感に関する研究の歴史をまとめた研究はいくつか存在する．特に佐伯ら（2014）21は，19 世紀後半

から現在に至るまでの心理学分野および幸福学研究の分野の歴史を整理している．しかし，自治体によ

り実施されている幸福感調査なども含めて幸福感研究と幸福感調査の変遷および内容を総合的に整理し

た研究はほとんど見られないため，本研究にて扱う． 

 幸福感調査に関する研究は国内外で盛んに行われているものの，幸福感を測定する上での問題点や幸

福感尺度の紹介，開発，妥当性の検証についての研究が多くを占めている．自治体による幸福感調査に関

する研究では，森田（2014）16が，幸福感調査の指標項目をいかに作成するか，幸福感調査をいかに政策

の改善・立案に活用するかの 2 点について考察しており，幸福感調査の指標項目の構成を分析すること

を通して幸福感調査の課題を指摘している．しかし，実際に幸福感調査を実施する自治体がどのような

課題を感じているのかについて確認した研究はほとんど見られないため，本研究では自治体へのヒアリ

ング調査を通して，幸福感調査の課題を明らかにする． 

 幸福感や満足度に基づく都市評価方法についての研究はほとんど存在しない．唯一，和川（2011）22が

「政策がどのような経路を通じて満足度に影響するのかに関する分析はほとんどなされて来なかった」

とし，住民の生活満足度を政策に対する満足度により構造化する方法を検討しているが，2021 年に発表

された林らによる『QOL アクセシビリティ法』18や，日立東大ラボが提案する『ActiveQoL』による都市評

価 20の有効性や要件について検証，提案している研究は存在しないため，本研究にて扱うものとする． 

  

 
21 佐伯政男ら, 幸福感研究の最前線, 感情⼼理学研究, 第 21 巻, 第 2 号, pp.92-98, 2014. 
22 和川央, ⽣活満⾜度を活⽤した政策検討の可能性 ―意識調査データに基づく⽣活満⾜度構造の分析を通じて―,公共政策研究, 第 11
巻, pp. 85-96, 2011. 
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1-4. 各章の構成 

 

 第 1 章では，住民の幸福感に基づいて都市を評価する重要性が高まっている背景を踏まえ，研究の目

的を設定する．幸福感調査や幸福感に基づく都市評価などに関する既往研究から本研究を位置づけ，本

研究で用いる用語を定義する． 

 第 2 章では，幸福感研究や幸福感調査の変遷および内容を明らかにするため，幸福感の分類，幸福感

研究や幸福感調査の変遷，幸福感研究の内容，幸福感を規定する要因，これまでの幸福感調査の内容につ

いて順に整理する． 

 第 3 章では，自治体によって実施されている幸福感調査について，既往研究では明らかにされていな

い自治体の実感を把握するため，自治体に対するヒアリング調査を実施する．その上で，第 2 章で整理

した国内の幸福感調査の特徴も踏まえて，自治体による既存の幸福感調査の課題を明らかにする． 

 第 4章では，2021 年に開発された 2つの幸福感に基づく新たな都市評価方法（『QOL アクセシビリティ

法』18 と『ActiveQoL』による都市評価 20）と既存の幸福感調査を比較検討し，新たな都市評価方法の有

効性とそれぞれの特徴を明らかにする． 

 第 5章では，第 4章で有効性が明らかになった『ActiveQoL』による都市評価を実現するため，人々の

活動満足度や幸福感の関係をアンケート調査で把握し，『ActiveQoL』による都市評価の要件を明らかに

する． 

 第 6 章では総括として各章で得られた成果について整理し，幸福感に基づく都市評価が実現した際に

自治体が目指す都市像についてと，実現のための今後の課題を指摘する． 
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1-5. 用語の定義 

 

 本研究では，以下のように用語を定義する． 

・幸福感研究：幸福感に関する研究のこと． 

・主観的幸福感調査：主観的幸福感（詳しくは 2-1 参照）の調査のこと． 

・主観的幸福感調査尺度： 『SWLS（Satisfaction with Life Scale）』23や『PANAS（Positive and Negative 

Affect Schedule）』24など，主観的幸福感を調査する尺度のこと． 

・客観的幸福感調査：客観的幸福感（詳しくは 2-1 参照）の調査のこと． 

・客観的幸福感調査指標：『人間開発指数 HDI（Human Development Index）』7や『より良い暮らし指標 BLI

（Better Life Index）』25など，いくつかの指標から客観的幸福感を推定する指標群のこと． 

・指標項目：客観的幸福感調査指標において，幸福感を推定するために測定される一つ一つの項目のこ

と． 

  

 
23 Diener E. ら, The satisfaction with life scale, Journal of Personality Assessment, 第 49 巻, pp. 71-75, 1985. 
24 佐藤徳ら, ⽇本語版 PANAS の作成, 性格⼼理学研究, 第 9 巻, 第 2 号, pp. 138-139, 2001. 
25 OECD, より良い暮らし指標(Better Life Index: BLI)について, 2021, https://www.oecd.org/tokyo/statistics/aboutbli.htm 
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 本章では，幸福感研究や幸福感調査の変遷および内容を明らかにする． 

 2-1 では，幸福感という概念の分類について，現在心理学の分野で提唱されている定説を紹介する． 

 2-2 では，幸福感研究や幸福感調査の変遷について，2-1 で紹介する幸福感の分類に基づいて年表を作

成し整理する． 

 2-3 では，幸福感研究を分類，整理する． 

 2-4 では，幸福感研究にて明らかになっている，幸福感を規定する要因について詳しく整理する． 

 2-5 では，国内外で実施されてきた幸福感調査について整理した上で，国内の自治体による既存の幸福

感調査の特徴を分析する． 
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2-1. 幸福感の分類 

 

 本節では，心理学分野において定説となっている幸福感の分類について紹介する．整理にあたって，前

野（2013）1，林ら（2021）18などの文献や，佐伯ら（2014）21，喜多島ら（2021）26などの研究を参考に

した． 

 幸福感の分類とその調査尺度および調査指標についてまとめたものが図 2 である．幸福感は，大きく

主観的幸福感 SWB（Subjective Well-Being）と客観的幸福感 OWB（Objective Well-Being）に分けること

ができる（前野, 20131）． 

 主観的幸福感は，各人の主観的な申告に基づき測定した幸福感のことで，主にアンケートによって調

査される．主観的幸福感は主観的な申告に依存するため，回答者の気分や置かれた環境の影響を受けて

しまうのではないかという懸念から，学問の対象にはならないと長らく考えられてきた．ところが 1980

年代に入ると，様々な調査尺度による再テストのデータから，主観的幸福感調査にかなりの安定性があ

ることが確認されるようになり（佐伯ら, 201421; Watson D. ら, 199827; 佐藤ら, 200123），研究対象と

して認識されるようになった．1990 年代から社会・心理学分野で用いられるようになった QOL（Quality 

of Life）も主観的幸福感と類似の概念である．主観的幸福感は更に，認知的幸福感（Cognitive SWB）も

しくは生活満足度（Life Satisfaction）と，感情的幸福感（Affective SWB）に分けることができる．認

知的幸福感もしくは生活満足度は，人生全体を振り返ったときの幸福感など，長期のタイムスパンでの

幸福感である．用いられる調査尺度としては，『SWLS（Satisfaction with Life Scale）』23や『WHO-QOL』

28が挙げられ，『SWLS（Satisfaction with Life Scale）』では，表 1に示した 5つの文にどれほど当ては

まるかを回答する．感情的幸福感は，その瞬間に感じている感情など，短期のタイムスパンでの幸福感で

ある．主に用いられる調査尺度『PANAS（Positive and Negative Affect Schedule）』24では，表 2に示

したポジティブ感情とネガティブ感情のそれぞれ 8項目について，どれほど当てはまるかを回答する． 

 客観的幸福感は，幸福感に関係がありそうな客観的指標項目（回答者の属性，経済状態，健康状態，活

動傾向など）から間接的に推定した幸福感のことである．指標項目を測定し幸福感を推定するため，回答

者の気分や置かれた環境に影響されることは無いものの，幸福感を直接測っているわけではないため，

どれほど正確に幸福感を把握できるかという問題がある．そのため，指標項目を測定する前にそれらの

項目が主観的幸福感とどれほど関係しているかを確認し，妥当性を担保することが望ましい．客観的幸

福感を推定する上で望ましい流れは図 3 の通りである．まず，指標項目と主観的幸福感との相関を確認

する．そして，相関があると認められた項目を測定することによって，幸福感を推定する．客観的幸福感

の調査指標は，国連開発計画（UNDP）による『人間開発指数 HDI（Human Development Index）』7，経済協

力開発機構（OECD）による『より良い暮らし指標 BLI（Better Life Index）』25など，様々な団体によっ

て開発されている． 

 
26 喜多島知穂ら, 主観的ウェルビーイングの分析と構造化,⽇本感性⼯学会論⽂誌, 第 20 巻, 第 2 号, pp. 129-139, 2021. 
27 Watson D. ら, Development and validation of brief measure of positive and negative affect: The PANAS scales, Journal of Personality 
and Social Psychology, 第 54 巻, pp. 1063-1070, 1988. 
28 WHO, WHOQOL, 2021, https://www.who.int/tools/whoqol 
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図 2：幸福感の分類とそれぞれの調査尺度 / 調査指標 

前野（2013）1などを参考に筆者作成 

 

 

表 1：『SWLS（Satisfaction with Life Scale）』23質問項目 

 

 
表 2：『PANAS（Positive and Negative Affect Schedule）』24質問項目 
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図 3：客観的幸福感の望ましい推定手順 

筆者作成 
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2-2. 幸福感研究や幸福感調査の変遷 

 

 次に本節では，幸福感研究や幸福感調査の変遷を整理する．図 4 の年表では，中央部に人々の価値観

および幸福感研究の変遷をまとめており，その左右には 2-1 の分類に基づき，客観的幸福感調査と主観

的幸福感調査に関する変遷をそれぞれまとめている．また図の最右部には，Web of Science で幸福感を

表す英語である「well-being」もしくは「happiness」がトピックに含まれている論文数の推移をグラフ

にしている．年表の作成にあたり前野（2013）1，森田（2014）16，佐伯ら（2014）21，環境省（2012）2，

佐賀市（2016）6，門真市（2015）29を参考にした． 

 年表での整理により，幸福感に関する価値観や研究，調査は以下のように変遷してきたことが明らか

になった． 

 

1）経済的な豊かさを追求（〜1950 年代（世界），〜1960 年代（日本）） 

 

 18 世紀の産業革命から 1950 年代までの長い期間，世界各国では工業化の競争が行われ，GDP が大きい

国こそが発展した良い国，すなわち先進国という価値観が当たり前になっていた． 

 また，日本においても，戦後から 1960 年代の高度経済成長期まで，「幸せ」とは経済成長で物質的に豊

かになることと捉えられ，経済的・物質的な豊かさが追求されてきた（前野, 20131）． 

 

2）経済的な豊かさへの疑問（1960 年代〜（世界），1970 年代〜（日本）） 

 

 しかし，経済や工業が発展するにつれ，環境汚染，資源の枯渇，貧富の格差拡大などの問題が発生する

ようになり，GDP のような経済指標で国民の豊かさを測ることができているのかという議論が 1960 年代

から世界的に発生するようになる（前野, 20131）． 

 日本でも内閣府が実施する『国民生活に関する世論調査』30の「今後の生活において心の豊かさと物の

豊かさのどちらを重視するか」という質問に対し，1970 年代から，「物の豊かさ」より「心の豊かさ」を

重視する，と答える人が多数派となる（環境省, 20122）． 

 

3）幸福感研究の確立（1970 年代〜） 

 

 経済的な豊かさへの疑問から，幸福感とは何か，どのように幸福感を測ることができるのか，について

世界的に関心が向けられるようになる．1970 年代に入ると認知心理学の分野で，感情などのソフトな概

念が研究対象として受け入れられるようになり，1984 年に心理学分野では既に有名であった Ed Diener

が『Subjective Well-being』31という論文を発表したことで幸福学研究の分野が確立する．また，1980

年代後半には，様々な調査尺度による再テストのデータから，主観的幸福感調査にかなりの安定性があ

 
29 ⾨真市, ⾨真市幸福度指標策定⽀援業務報告書, 2015, https://www.city.kadoma.osaka.jp/material/files/group/3/siryo02_hokoku.pdf 
30 内閣府, 国⺠⽣活に関する世論調査, 2021, https://survey.gov-online.go.jp/index-ko.html 
31 Diener E. ら, Subjective Well-Being, Psychological Bulletin, 第 95 巻, 第 3 号, pp. 542-575, 1985. 
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ることが確認され（佐伯ら, 201421; Watson D. ら, 199827; 佐藤ら, 200123），後述の主観的幸福感の調

査が実施されるようになる． 

 

4）客観的幸福感調査の実施（1970 年代〜） 

 

 GDP などの経済指標で国民の豊かさを測ることができているのかという議論が発生したことにより，各

国では1970年代から，経済的指標以外を用いて国民の生活を評価するようになる．例えばブータンでは，

1972 年に第 4 代ブータン国王のジグミ・シンゲ・ワンチュクが『国民総幸福量 GNH（Gross National 

Happiness）』32の概念を提唱する．また，1990 年に国連の補助組織である国連開発計画（UNDP）が，GDP

に変わる新たな経済社会指標として所得，健康，教育の 3 分野を要素とする『人間開発指数 HDI（Human 

Development Index）』7を刊行した．近年でも，経済パフォーマンスと社会の進歩の測定に関する委員会 

（フランス）による『スティグリッツ報告書』33や，経済協力開発機構（OECD）による『より良い暮らし

指標 BLI（Better Life Index）』25など，客観的幸福感調査指標が次々と開発されている． 

 日本においては，1974 年に国民生活審議会調査部会が『社会指数 SI（Social Indicator）』34を公表す

る．その後，福祉や生活の質の目標設定について公共的な合意が得られなかったことや成果指標の開発

の困難さなどから，一時は社会指標の開発が下火になったものの，1986 年に『国民生活指標 NSI（New 

Social Indicators）』34，1992 年に『新国民生活指標 PLI（Peoples Life Indicators）』34，2002 年に『暮

らしの改革指数 LRI（Life Reform Index）』34と，GDP に変わる調査指標が次々と公表された．そして 2010

年代には，ブータンによる『国民総幸福量 GNH（Gross National Happiness）』が国民の間で話題になっ

たことや，内閣府が『幸福度指標試案』35を公表したことから，政府だけではなく地方自治体や民間団体

も独自の調査指標を開発するようになっている． 

 

5）主観的幸福感調査の実施（1984 年〜（世界），2009 年〜（日本）） 

 

 1970 年代から客観的幸福感調査指標が次々と開発されたのに対し，主観的幸福感調査は長らく実施さ

れずにいた．主観的幸福感は主観的な申告に依存するため，回答者の気分や置かれた環境の影響を受け

るという懸念から，学問の対象にはならないと考えられてきたからだ．（前野, 20131）しかし 1984 年の

論文『Subjective Well-being』31によって幸福学研究の分野が確立し，様々な調査尺度による再テスト

のデータから，主観的幸福感調査にかなりの安定性があることが確認されると（佐伯ら, 201421; Watson 

D. ら, 199827; 佐藤ら, 200123），主観的幸福感も研究対象として捉えられるようになった．1985 年には

Ed Diener が，認知的幸福感を測る『SWLS（Satisfaction with Life Scale）』23を開発し，1988 年には

南メソジスト大学の研究者たちが，感情的幸福感を測る『PANAS（Positive and Negative Affect 

 
32 ブータン政府観光局, 国⺠総幸福量, 2021, http://www.travel-to-bhutan.jp/about_bhutan/国⺠総幸福量 
33 Commission on the Measurement of Economic Performance and Social Progress, Report by the Commission on the Measurement of 
Economic Performance and Social Progress, 2009, https://ec.europa.eu/eurostat/documents/8131721/8131772/Stiglitz-Sen-Fitoussi-
Commission-report.pdf 
34 内閣府, 我が国における指標化の取組み, https://www5.cao.go.jp/keizai2/koufukudo/shiryou/1shiryou/9.pdf 
35 内閣府, 幸福度に関する研究会報告 ー幸福度指標試案ー, 2011, 
https://www5.cao.go.jp/keizai2/koufukudo/pdf/koufukudosian_sono1.pdf 



第 2章 幸福感研究や幸福感調査の変遷および内容の整理 

 22 

Schedule）』24 を開発している．また，1984 年には社会学者の R.Veenhovenn らが世界各国の主観的幸福

感を蓄積するデータベース『World Database of Happiness』36を公開した． 

 日本では内閣府が『国民生活選好度調査』37に 2009 年から幸福感の項目を追加したのを端緒として，

現在，日本各地の自治体によって住民の主観的幸福感調査が行われている． 

  

 
36 World Database of Happiness, What is this World Database of Happiness?, 2021, https://worlddatabaseofhappiness.eur.nl/this-
database/what-is-this-world-database-of-happiness-2/ 
37 内閣府, 国⺠⽣活選好度調査, 2021, 
https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/10361265/www5.cao.go.jp/seikatsu/senkoudo/senkoudo.html 
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2-3. 幸福感研究の整理 

 

 本節では，幸福感研究を整理する．収集した論文は「幸福感」，「幸福度」，「生活満足度」，「SWB」，「主

観的 Well-being」，「主観的ウェルビーイング」のいずれかがタイトルに含まれる 348 つの論文である（表

3）．収集した論文の出版年は 1993〜2021 年で，表 4のように分類した． 

 幸福感の歴史に関する研究として主要なものは，石井（1997）38，佐伯ら（2014）21，喜多島ら（2021）

26などで，幸福感研究や調査尺度開発の変遷などをまとめている． 

 幸福感の規定要因に関する研究とは，回答者の属性，経済状態，健康状態，活動傾向などのうち，どの

ような要因が幸福感を規定するかについての研究で，表 4の通り，数多くの研究が行われている．2-1 で

述べたように，客観的幸福感調査の指標項目には幸福感を規定する要因として認められているものを用

いることが望ましく，幸福感を規定する要因は幸福感に基づく都市評価方法について論じる上で大変重

要である．そこで，これらの研究によって明らかになっている要因については 2-4 で詳しく整理する． 

 幸福感に影響される要素に関する研究とは，幸福感がその他の要素にどのような影響を与えるかに関

する研究で，福田ら（2002）39は，主観的幸福感が高い人ほど，抑うつ状態になりにくいことを明らかに

している．また，堀内ら（2013）40も，主観的幸福感の高い人ほど，メンタルストレステスト後のネガテ

ィブな気分が低いことを明らかにしており，幸福感が精神的なマイナス面を抑制することが分かる． 

 幸福感の測定方法に関する研究としては，『日本版主観的幸福感尺度SHS（Subjective Happiness Scale）』

の信頼性と妥当性を検証した島井ら（2004）41や『日本版 HEMA（the Hedonic and Eudaimonic Motives 

for Activities）尺度』の妥当性を検証した浅野ら（2015）42などの既存の尺度の妥当性を検証する研究

と，育児幸福感の測定尺度を開発した金田ら（2015）43や新たな主観的ウェルビーイングの測定尺度を開

発した水師ら（2021）44などの新しい尺度を開発する研究が存在する． 

  

 
38 ⽯井留美, 主観的幸福感研究の動向, コミュニティ⼼理学研究, 第 1 巻, 第 1 号, pp. 94-107, 1997. 
39 福⽥寿⽣ら, 地⽅都市における 65 歳以上住⺠の主観的幸福感と抑うつ状態について, ⽇本公衆衛⽣雑誌, 第 49 巻, 第 2 号, pp. 97-
105, 2002. 
40 堀内聡ら, 主観的幸福感の⾼さとメンタルストレステストによるネガティブな気分の変化との関連性, ⽇本⼼理学第 77 回⼤会, 2013. 
41 島井哲志ら, ⽇本版主観的幸福感尺度（Subjective Happiness Scale：SHS）の信頼性と妥当性の検討, ⽇本公衆衛⽣雑誌, 第 51 巻, 第
10 号, pp. 845-853, 2004. 
42 浅野良輔ら, 幸福感に関する尺度の作成（4）, ⽇本⼼理学第 79 回⼤会, 2015. 
43 ⾦⽥亜⾥沙ら, ⺟親の楽観主義が育児幸福感に及ぼす影響, 健康⼼理学研究, 第 28 巻, 第 2 号, pp. 47-54, 2015. 
44 ⽔師裕ら, 消費における主観的ウェルビーイング 4 類型尺度（SWB-QSIC）の開発, マーケティングレビュー, 第 2 巻, 第 1 号, pp. 
38-46, 2021. 
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表 3：収集論文一覧 
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表 4：幸福感研究の分類と各分類の論文件数（一部重複あり） 
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4 2
8 2

1 2
68 2
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2-4. 幸福感の規定要因の整理 

 

 本節では，2-3 で分類した幸福感研究のうち，幸福感の規定要因に関する研究にて明らかになっている，

幸福感を規定する要因について詳しく整理する．2-1 で述べたように，客観的幸福感調査の指標項目には

幸福感を規定する要因として認められているものを用いることが望ましく，幸福感の規定要因を整理し

ておくことは，第 3章以降で幸福感に基づく都市評価方法について論じる上で大変重要になる． 

 幸福感の規定要因に関する 282 の研究において，幸福感を規定すると述べられている要因を整理する

と表 5 の通りである．幸福感を規定するとして挙げられている要因は非常に多く存在するが，本研究で

は，以下の 6カテゴリーに分類した． 

・デモグラフィックデータ：年齢，性別，国籍，経済状態，学歴など． 

・サイコグラフィックデータ：性格，生き方，宗教観，能力など． 

・健康状態：身体的健康，精神的傾向など． 

・活動傾向：睡眠，食事，身の回りの用事，受信・療養・リハビリ，交際・付き合い・コミュニケーショ

ン，移動，仕事，子育て，家事，買い物，余暇活動，旅行・行楽，学習・自己啓発・訓練，ボランティア

活動・社会参加活動などのそれぞれの活動の傾向． 

・周囲の環境：地域環境，交通環境，建物環境など． 

・他人との関係：夫婦関係，子どもとの関係，その他家族・親戚との関係，友人との関係，恋人との関係，

仕事仲間との関係，地域の人との関係など． 

 客観的幸福感調査の指標項目には，以上のような幸福感との相関が認められている要因を用いること

が望ましい． 
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表 5：幸福感を規定する要因一覧 

既往研究を参考に筆者作成 
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2-5. 幸福感調査の整理 

 

 本節では，国内外で実施されてきた幸福感調査について整理した上で，国内の自治体により実施され

てきた幸福感調査の特徴を分析する． 

 表 6 は海外の主要な幸福感調査および国内の幸福感調査の公表年と調査項目の構成を整理したもので

ある．対象とした幸福感調査は，内閣府（2011）35，森田（2014）16，住民の幸福実感向上を目指す基礎

自治体連合45の資料に掲載されていた 20 事例で，各調査の内容についてはそれぞれの団体のホームペー

ジなどから情報を収集した（内閣府, 20217; ブータン政府観光局, 202132; OECD, 202125; Offece for 

National Statistics, 201946; 三重県, 202147; 京都府, 202148; 熊本県, 202114; 荒川区, 202014; 兵

庫県, 202149; 佐賀市, 20166; 斜里町, 201850; 京丹後市, 201651; 長久手市, 201652; 福岡県, 202053; 

門真市, 201529; 安城市, 201954; 土佐経済同友会, 202155）．また，各調査項目の定義は以下の通りであ

る． 

・主観的幸福感項目：『SWLS（Satisfaction with Life Scale）』23や「現在，あなたはどの程度幸せです

か．」といった質問など，回答者の主観的幸福感を調査する項目． 

・主観的項目：幸福感を推定，スコアリングするために調査される指標項目の中で，「感じる」，「思う」，

「feel」，「satisfy」などが含まれる主観的な項目． 

・客観的項目：幸福感を推定，スコアリングするために調査される指標項目の中で，「感じる」，「思う」，

「feel」，「satisfy」などが含まれない客観的な項目． 

また，表 7〜25 に各幸福感調査の内容についてまとめている． 

 表 6 より，幸福感調査は海外では 1970 年代から，国内では 2010 年代から実施されていることが分か

る．また，海外の主要な幸福感調査は，調査項目が主に客観的項目で構成された客観的幸福感調査が主流

であるのに対し，国内の自治体による調査は調査項目が主に主観的項目で構成されていることがわかる．

国内の自治体による幸福感調査のこの特徴は，幸福感を意味する英語「Well-being」が「幸福感」と和訳

されたことも一因かもしれない．すなわち，英語の「Well-being」と比較して，日本語の「幸福感」は主

観的なニュアンスを含んでおり，幸福感調査を主観的項目によって構成する必要性を感じてしまう可能

性があるためだ． 

 
45 幸せリーグ, ホーム, 2021, https://rilac.or.jp/shiawase/ 
46 Office for National Statistics, Measures of National Well-being Dashboard, 2019, 
https://www.ons.gov.uk/peoplepopulationandcommunity/wellbeing/articles/measuresofnationalwellbeingdashboard/2018-04-25 
47 三重県, 県⺠意識調査, 2021, https://www.pref.mie.lg.jp/common/07/ci500003045.htm 
48 京都府, 京都府統計なび・京都府⺠の意識調査, 2021, https://www.pref.kyoto.jp/t-ptl/tname/s089.html 
49 兵庫県, 兵庫のゆたかさ指標, 2021, https://web.pref.hyogo.lg.jp/pref/cate3_638.html 
50 斜⾥町, 平成 30 年度 斜⾥町⺠アンケート調査 調査結果報告書, 2018, 
https://www.town.shari.hokkaido.jp/material/files/group/3/H30-koufukudo-zenbun.pdf 
51 京丹後市, 京丹後市 市⺠幸せ度アンケート調査 集計結果, 2016, 
https://www.city.kyotango.lg.jp/material/files/group/4/koufukuanke-tokekka.pdf 
52 ⻑久⼿市, 平成 28 年度 ながくて幸せ実感調査アンケート報告書, 2016, 
https://www.city.nagakute.lg.jp/material/files/group/2/anketokekkazennpen.pdf 
53 福岡県, 令和 2 年度 県⺠意識調査 報告書, 2020, https://www.pref.fukuoka.lg.jp/uploaded/life/548309_60470093_misc.pdf 
54 安城市，安城市市⺠アンケート調査報告書，2019，
https://www.city.anjo.aichi.jp/shisei/joreikeikaku/sogokeikaku/documents/01sougoukeikakuannkeito.pdf 
55 ⼟佐経済同友会, 2020 年度⾼知県⺠総幸福度（GKH）に関するアンケート調査結果概要, 2021, https://tosadoyukai.com/2020 年度⾼
知県⺠総幸福度（gkh）に関するアンケート/ 
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表 6：国内外の幸福感調査 

各団体のホームページ（内閣府, 20217; ブータン政府観光局, 202132; OECD, 202125; Offece for 

National Statistics, 201946; 三重県, 202147; 京都府, 202148; 熊本県, 202114; 荒川区, 202014; 兵

庫県, 202149; 佐賀市, 20166; 斜里町, 201850; 京丹後市, 201651; 長久手市, 201652; 福岡県, 202053; 

門真市, 201529; 安城市, 201954; 土佐経済同友会, 202155）を参考に筆者作成 
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表 7：生活状況指標 LSI の内容 

筆者作成 

 

 
表 8：人間開発指数 HDI の内容 

内閣府のホームページ 7を参考に筆者作成 
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表 9：国民総幸福量 GNH の内容 

ブータン政府観光局のホームページ 32を参考に筆者作成 
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表 10：より良い暮らし指標 BLI の内容 

経済協力開発機構（OECD）のホームページ 25を参考に筆者作成 
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表 11：国民幸福度計測の内容 

Office for National Statistics のホームページ 46を参考に筆者作成 
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表 12：三重県民意識調査の内容 

三重県のホームページ 47を参考に筆者作成 
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表 13-1：京都府民の意識調査の内容 

京都府のホームページ 48を参考に筆者作成 
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表 13-2：京都府民の意識調査の内容（続き） 

京都府のホームページ 48を参考に筆者作成 
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表 14：県民の幸福に関する意識調査の内容 

熊本県のホームページ 15を参考に筆者作成 

 

”

4
” g  4 g ?

? eg ? io e e
A ?H A ? ?H H g ?

H g ?
“ “ K ?

g ? K ?
g K ?

g K ?
e ? K ?

tp m rng ? K ?
? ? g K ?

HH K ?
“ “ K ?

A ? K ?

A

”
” 1 2 1 00

gsu e ” u o a g

 4

A
?

4
?

” ” K ?

H

?

g
?



第 2章 幸福感研究や幸福感調査の変遷および内容の整理 

 39 

 

表 15：〇〇調査（匿名での公表希望）の内容 

筆者作成 
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表 16-1：荒川区民総幸福度（GAH）に関する区民アンケート調査の内容 

荒川区のホームページ 14を参考に筆者作成 
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表 16-2：荒川区民総幸福度（GAH）に関する区民アンケート調査の内容（続き） 

荒川区のホームページ 14を参考に筆者作成 
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表 17：兵庫のゆたかさ指標の内容 

兵庫県のホームページ 49を参考に筆者作成 
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表 18：佐賀市民の幸福に関する調査の内容 

佐賀市のホームページ 6を参考に筆者作成 
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表 19-1：斜里町民アンケート調査の内容 

斜里町のホームページ 50を参考に筆者作成 
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表 19-2：斜里町民アンケート調査の内容（続き） 

斜里町のホームページ 50を参考に筆者作成 
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表 20-1：市民幸せ度アンケート調査の内容 

京丹後市のホームページ 51を参考に筆者作成 
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表 20-2：市民幸せ度アンケート調査の内容（続き） 

京丹後市のホームページ 51を参考に筆者作成 
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表 21-1：ながくて幸せ実感アンケートの内容 

長久手市のホームページ 52を参考に筆者作成 
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表 21-2：ながくて幸せ実感アンケートの内容（続き） 

長久手市のホームページ 52を参考に筆者作成 
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表 22：福岡県民意識調査の内容 

福岡県のホームページ 53を参考に筆者作成 
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表 23-1：門真市民幸福実感に関する意識調査の内容 

門真市のホームページ 29を参考に筆者作成 
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表 23-2：門真市民幸福実感に関する意識調査の内容（続き） 

門真市のホームページ 29を参考に筆者作成 
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表 23-3：門真市民幸福実感に関する意識調査の内容（続き） 

門真市のホームページ 29を参考に筆者作成 
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表 23-4：門真市民幸福実感に関する意識調査の内容（続き） 

門真市のホームページ 29を参考に筆者作成 
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表 24-1：市民アンケート調査の内容 

安城市のホームページ 54を参考に筆者作成 
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表 24-2：市民アンケート調査の内容（続き） 

安城市のホームページ 54を参考に筆者作成 
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表 25：高知県民総幸福度（GKH）に関するアンケート調査の内容 

土佐経済同友会のホームページ 55を参考に筆者作成 

 

  

G

G

H
G G

W W W
W

H H W W
H?K S HG ? ? W

W H
W W

G ? ?
G ? W L

K W
G

G ? H S HG W

H H?K H W W
H? KG

W H?K W W W

W

S S S
K H H

W
W W W G

W
W K HG W W

HW HW W
S K S W
W K W HG
W K W ? ? ? W W

W S W
W H W W

S
H?K W

K
W

W W K
W

W K

W
? W
W W W

S S W

? HW W
W H?K

H?K

S

G

G
H

K W H ?
S W G H

W

H?K G
G K
K

K W

S H

S



第 2章 幸福感研究や幸福感調査の変遷および内容の整理 

 58 

2-6. 小括 

 

 本章では，幸福感研究や幸福感調査の変遷および内容を明らかにした． 

 2-1 では，心理学の分野で定説となっている幸福感の分類と，その調査尺度および調査指標についてま

とめた．幸福感は主観的幸福感と客観的幸福感に分類される．そして特に客観的幸福感調査では，あらか

じめ主観的幸福感との相関が認められている客観的指標項目から幸福感を推定することが望ましいこと

を説明した． 

 2-2 では，幸福感研究と幸福感調査の変遷ついて，年表をもとに整理した．特に 1970 年代から主観的

幸福感調査が，1980 年代後半から客観的幸福感調査が行われるようになったことを説明した． 

 2-3 では，幸福感研究を整理し，5つの分野に分類した． 

 2-4 では，2-3 で整理した研究から幸福感と相関があると認められている要因を抽出し，デモグラフィ

ックデータ，サイコグラフィックデータ，健康状態，活動傾向，周囲の環境，他人との関係，の 6つのカ

テゴリーに分類した．これらの要因を客観的幸福感調査の指標項目に用いることが望ましい． 

 2-5 では，海外の主要な幸福感調査および国内の幸福感調査について整理した．国内の自治体による幸

福感調査は，海外の主流とは異なり，主に主観的項目によって構成されているという特徴を明らかにし

た． 

 第 3章では，これらの資料を活用し，国内の自治体による既存の幸福感調査の課題を明らかにする． 
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第 3章 自治体による既存の幸福感調査の課題 

 

3-1. 自治体へのヒアリング調査の概要 

3-2. 自治体へのヒアリング調査の結果 

3-3. 自治体による既存の幸福感調査の課題 

3-4. 小括 
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 本章では，既往研究では明らかにされていない自治体の実感も含めて把握するため，幸福感調査を実

施している国内自治体に対してヒアリング調査を実施し，自治体による既存の幸福感調査の課題を明ら

かにする． 

 3-1 では，本研究で実施した自治体へのヒアリング調査の概要を説明する． 

 3-2 では，本研究で実施した自治体へのヒアリング調査の結果を整理する． 

 3-3 では，ヒアリング調査の結果および第 2章で整理した内容を踏まえ，自治体による既存の幸福感調

査の課題を考察する． 
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3-1. 自治体へのヒアリング調査の概要 

 

 本節では，国内の自治体に対して行なったヒアリング調査の概要を説明する． 

 

1）調査目的 

 

 自治体による既存の幸福感調査の課題を明らかにすること． 

 

2）調査対象 

 

 森田（2014）16，住民の幸福実感向上を目指す基礎自治体連合 45の資料に掲載されていた，三重県，

京都府，熊本県，〇〇県（匿名での公表希望），荒川区，兵庫県，佐賀市，斜里町，京丹後市，長久手

市，福岡県，門真市，安城市，土佐経済同友会の 13 自治体および 1同友会． 

 

3）調査時期 

 

 2021 年 11 月から 12 月の間． 

 

4）調査方法 

 

 既存の幸福感調査の課題について，実際に各自治体がどのように感じているかを調査するため，電話

またはメールでヒアリング調査を実施した． 

 

5）調査項目 

 

 実感している調査の課題に加え，各自治体が幸福感調査を開始した経緯，目的から調査結果の活用方

法までを把握するため，以下の調査項目を設定した． 

・調査実施までの経緯 / 調査目的 

・調査項目（質問項目）の作成方法 

・調査コスト 

・調査結果の分析方法 / 都市政策への活用方法 

・実感している調査の課題 
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3-2. 自治体へのヒアリング調査の結果 

 

 本節では，自治体に対するヒアリング調査の結果を掲載する． 

 14 の自治体，同友会に対して実施したヒアリング調査結果および各自治体のホームページの内容を整

理したものが表 26 である．まとめた項目は，調査名，調査実施団体，調査実施年度，調査の設問数，

調査の標本数，調査コスト，調査実施までの経緯 / 調査目的，調査結果の分析 / 都市政策への活用方

法，実感している調査の課題の 9項目である． 
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3-3. 自治体による既存の幸福感調査の課題 

 

 本節では，3-2 でまとめたヒアリング調査の結果から，自治体による既存の幸福感調査の課題を明らか

にする． 

 まず，各自治体が幸福感調査を実施する目的について確認する．「府政の指針である『明日の京都』に

掲げた施策指標の達成が『府民のしあわせの実感』という『明日の京都』の本質的な目標に適っているか

どうかを点検するため（中略）『京都指標』を設定．」（京都府），「基本理念である『県民幸福量の最大化』

の考え方を県民と共有し，効果的な施策につなげるため，県民幸福量を測る総合指標として『県民総幸福

量 AKH（Aggregate Kumamoto Happiness）』を作成．」（熊本県），「（幸福感調査の目的は）区民の皆様が日々

の生活のなかで感じていることや地域について実感していることなどを把握し，今後の行政に資するこ

と．」（荒川区），「兵庫の指針である『21 世紀兵庫長期ビジョン』の実現状況を点検・評価するとともに，

今後の政策立案に反映させることをねらいとしている．」（兵庫県），「アンケート調査において，（中略）

『幸福度指標』作成や市の施策等の点検や施策体系の再評価など，総合計画の立体化を測る．」（京丹後

市），「（幸福感調査の目的は）県民の幸福実感と県が進める施策に対する県民ニーズを把握し，今後の県

政運営へ反映させること.」（福岡県）といったように，多くの自治体で都市政策の評価や政策立案に反映

することが幸福感調査の目的とされている． 

 このような目的を踏まえ，今回明らかになった課題を，調査の負担に関する課題，調査項目が主観的項

目であることによる課題，政策への反映に関する課題，回答者の細かい要望把握に関する課題，その他の

課題，の 5つに分類した．それぞれの詳細は下記の通りである． 

 

1）調査の負担に関する課題 

 

 1 つ目の課題として，負担の大きさが挙げられる．現在国内の自治体によって実施されている幸福感調

査は全てアンケート形式によって実施されており，調査の設問数や標本数にも左右されるがその調査コ

ストは半数の自治体で 1 回あたり 100 万円以上，最も高い自治体では 500〜600 万円となっている．「標

本抽出に関する負担が大きい．」（兵庫県），「発送の手間など職員の負担も大きい．」（京丹後市）といった

ように，ほとんどの自治体で職員の人件費は調査コストに含められておらず，実際は調査コストに加え

て職員の多大な時間が費やされている．京丹後市が「調査を実施する負担の割に，政策への反映が難し

い．」と述べているように，調査負担の大きさが調査の効果に見合っていないという実感を持っている自

治体が多いようである． 

 

2）調査項目が主観的項目であることによる課題 

 

 2-5 で明らかにしたように，自治体による幸福感調査は海外の主流とは異なり，その調査項目が主に主

観的項目により構成されている．しかし，「毎年調査を行ったところで，結果にほとんど変わりはないた

め，2019 年以降調査を実施していない．」（〇〇町），「アンケート調査の結果は社会経済情勢など様々な

要因に左右される可能性に留意する必要がある．」（三重県）といった意見のように，主観的項目は都市政
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策によって大きく変化することは珍しい上に，社会経済情勢により影響される可能性があり，主観的項

目だけで都市政策の効果を把握するのは大変難しい．そのため，「主観的な調査だけでは，政策の判断が

難しい．政策判断などを行うには，この意識調査の結果だけでなく，地域や社会の状況などについて複眼

的に見ていくことが必要である．」（三重県），「（幸福感調査は）あくまで参考地の一つであり，他の数値

も参考にして幸福度の向上方法を考えている．」（荒川区），「幸福感調査結果だけを重視する形ではなく，

他の項目結果と併せて相対的に活用している．」（斜里町）といったように，結局のところ幸福感調査以外

の調査結果にも頼らざるを得ないのが現状である． 

 

3）政策への反映に関する課題 

 

 調査項目が主観的項目で構成されていることも一つの原因となり，現在の幸福感調査は都市政策にな

かなか反映されていない．「町の課題は分かるものの，更に掘り下げた分析はできない．」（〇〇町），「ど

の政策によってモニタリング指標の数値が改善されたかまでの分析はできていない．」（門真市）といっ

た意見のように，幸福感調査では都市政策と調査結果の関係性を読み解くことが難しい．この点につい

ては森田（2014）16 が，「幸福度指標は代表性が高くコントロール性（＝指標内容の実現手段をどのよう

に想定できるか）が低いという特性を持っており，政策の改善や立案に活用しにくい」と指摘している通

りである．結果的に，「調査を実施する負担の割に，政策への反映が難しい．」（京丹後市），「調査結果を

今後のまちづくりの指標・参考として活用していく予定ではあるものの，本調査を基にして実施した施

策はない．」（長久手市），「住⺠が重点を置いている点の把握に活用しているが，具体的な政策とは結び付

けられていない．」（安城市），「地域ごとに，得点の低いカテゴリーに対して得点を向上する施策を考える

が，どのような施策が必要かについては都度議論している．」（熊本県）といったように，幸福感調査が具

体的な都市政策に反映されることは珍しく，結局のところ職員の議論によって都市政策を決定している．

また，自治体によっては，幸福感調査を実施する部署と政策を立案する部署が分離しているなどの組織

構造の都合により，「各部局に結果を共有するが，結果を使うかどうかは各部局次第．」（京丹後市）とい

ったように調査結果が活かされにくい事例も存在する． 

 

4）回答者の細かい要望把握に関する課題 

 

 また，既存の調査では，回答者に合わせて質問を変えることができないことも課題である．「（調査の課

題は）無作為抽出のため，全ての人に全ての質問を聞かなくてはいけない点．年齢や職業が違えば，関わ

りのある分野は当然かなり違うため，できれば，対象者に応じて質問を変えたい．」（安城市）といった意

見のように，無作為抽出した住民に対して一律の質問を課すアンケート形式の調査では，回答者毎に細

かい要望を把握するのは難しい． 

 

5）その他の課題 

 

 その他の意見としては，「属性によっては回答率が低く，細かい属性を対象に，何を求めているのかを

把握することはできない．」（〇〇町），「1300 人ほど回答を得るため，全体としては統計的に信憑性があ
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るデータではあるが，属性に細分化していくと各属性の人数はとても少ない（数十人）．そのような少人

数の意見のみを信じて予算を優先的に使うのが適切なのか，議会での説明が難しい．」（京丹後市），「無作

為抽出でアンケートを送付しているため，高齢者への送付割合が高い．そのうえ，若い方からの返送は少

なかったため，若干偏りがある集計となっている．」（門真市）といったように，属性毎の標本数の少なさ

に問題を感じている意見や，「未回答者の幸福実感は把握できないことから，より多くの県民の皆さんに

回答していただけるよう，調査票の設計について専門家の意見も聞きながら改善を続ける必要がある．」

（三重県），「調査開始から 10 年近く経過しており，質問項目が時代背景にあっているか，適合している

かを確認しなければならない．」（荒川区），「質問を時代に合わせて変えていきたいものの，文言によって

調査結果が左右されてしまうため，更新が困難．」（兵庫県）といったように，調査票の設計，質問項目，

質問の文言に関する意見などが存在する．また，「できれば全国的にやりたいが，県外のサンプル数が足

りていない．」（土佐経済同友会）といったように，全国的に共通の幸福感調査を実施したいと願う団体も

存在する． 

 

 以上のように，現状の幸福感調査では， 

・調査の負担が大きいこと 

・主観的項目で都市政策の効果を把握するのは難しく，結局のところ幸福感以外の調査結果に頼ってい

ること 

・具体的な都市政策に反映することは難しいこと 

・回答者の細かい要望を把握するのは難しいこと 

などの課題が明らかになった． 

 これらの課題によって幸福感調査の優先度が低下し，「2019 年以降調査を実施していない．」（〇〇町），

「2016 年度以降も調査をしたいと思っていたが，経費が捻出できない．」（京丹後市）といったように，

調査を終了する自治体も存在するが，たとえ調査を継続している自治体でも同様の課題は感じているこ

とが分かった． 
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3-4. 小括 

 

 本章では，幸福感調査を実施している国内自治体へのヒアリング調査を通し，自治体よる既存の幸福

感調査の課題を明らかにした． 

 3-1 および 3-2 では，自治体に対するヒアリング調査の概要と結果を説明した． 

 そして 3-3 では，国内の自治体による幸福感調査において，調査の負担が大きいこと，主観的項目で

都市政策の効果を把握するのは難しく結局のところ幸福感以外の調査結果を参考にすること，具体的な

都市政策に反映することは難しいこと，回答者の細かい要望を把握するのは難しいこと，など現状の課

題が明らかにした． 

 第 4章では，第 3章で明らかになった既存の幸福感調査の課題を踏まえ，林らが提唱する『QOL アクセ

シビリティ法』18や，日立東大ラボが提案する『ActiveQoL』による都市評価 20といった幸福感に基づく

新たな都市評価方法と，既存の幸福感調査に基づく都市評価方法とを比較検討し，新たな都市評価方法

の有効性を明らかにする． 
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第 4章 幸福感に基づく都市評価方法の比較検討 

 

4-1. 『QOL アクセシビリティ法』 

4-2. 『ActiveQOL』による都市評価 

4-3. 幸福感に基づく都市評価方法の比較検討 

4-4. 小括 
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 本章では，第 3章で明らかになった既存の幸福感調査の課題を踏まえ，林らが提唱する『QOL アクセ

シビリティ法』18や，日立東大ラボが提案する『ActiveQoL』による都市評価 20といった幸福感に基づく

新たな都市評価方法と，既存の幸福感調査に基づく都市評価方法とを比較検討し，新たな都市評価方法

の有効性を明らかにする． 

 4-1 では，林らが提唱する『QOL アクセシビリティ法』について紹介した上で，この方法を用いるこ

とで第 3章にて明らかになった既存の幸福感調査の課題をどれだけ解決できるかの検証を行う． 

 4-2 では，日立東大ラボのハビタット・イノベーションプロジェクト 19によって提案されている

『ActiveQoL』による都市評価について紹介した上で，この方法を用いることで第 3章にて明らかにな

った既存の幸福感調査の課題をどれだけ解決できるかの検証を行う． 

 4-3 では，既存の幸福感調査に基づく都市評価と，幸福感に基づく新たな都市評価とを比較検討し，

新たな都市評価方法の有効性とそれぞれの特徴について考察する． 
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4-1. 『QOL アクセシビリティ法』 

 

 本節では，林らが提唱する『QOL アクセシビリティ法』18について紹介した上で，この方法を用いる

ことで第 3章にて明らかになった既存の幸福感調査の課題をどれだけ解決できるかの検証を行う． 

 

 

4-1-1. 『QOL アクセシビリティ法』の紹介 

 

 『QOL アクセシビリティ法』は，林らが『交通・都市計画の QOL 主流化』18の中で提唱する，時間短

縮，費用節減，交通事故減少の 3便益から評価する費用便益分析に代わって，住民の QOL（生活の質）

を指標とし，交通事業，都市事業を評価する方法である．住民の QOL の具体的な推定方法は以下の通り

である（図 5）． 

 

ステップ①： 

対象とする都市の表 27 に記載したデータを収集する（実際には，各プロジェクトにおいて QOL への影

響が大きいと想定されるデータをその都度収集する）． 

 

ステップ②： 

収集したデータから，その都市で享受できる各サービスに対して，各属性の住民が感じるであろう認知

価値を推定する．なお，収集したデータから認知価値を推定する推定式はあらかじめ作成する． 

 

ステップ③： 

享受できる全てのサービスについての認知価値を合計することで住民の QOL を計算する． 

 

以上のように推定した住民の QOL を用いて，交通事業や都市事業の評価を行う． 
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図 5：『QOL アクセシビリティ法』での QOL の推定方法 

『交通・都市計画の QOL 主流化』18を参考に筆者作成 
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表 27：『QOL アクセシビリティ法』で収集するデータ 

『交通・都市計画の QOL 主流化』18を参考に筆者作成 

 

  

�ð sºÉ×õ
~÷«� jªÚü
k�«� y��TÆ

Ço�Ç\«� Ço�Ç\�d
¡n3�:5gW Û�å± ���ø�d
Fþ3�:5gW àH ���ø�d
Ï�3�:5gW ËÖK ���ø�d

k�cm GªÑ�'��¿���
�´cm �L�ĀÂ ���ø�d
Qcm ·Q�¾�

�´�Z>50 �´�Z�Ü¯áÐ
�Ç�}>50 �Ç�}�¶u�(áÐ
z�ÝZ>50 ¾hN²�Ð�

cm�»�($��� cm�$����Ç�Á��DÔ��$��
¯å¹ö ë&��Å�� ���´¯å�§)�	�{��(gW
 ��®xa k�Âr�®xa
�ø�d ,065�d$¼��d#e"�DÔµº��çp�ø�d

Ã)�SÙ �½$ā��ÃM���ôÈ����ÓÄ�d�&Ã)(SÙ��(�d
ê�lû DÔµº�Å��ê�ßø��(lû
¥bX¬ ¥b�X¬
�óÐ DÔÅ�¸�����(�
é�Ð P�$.,1A���%'�Ì�$ ��_��¾hN²���&é��)��(�

�}f| DÔ��f���a�(áÐ
;=-94� DÔ��C*)�td����
'�Õ���!�;=-94�td��(�

Þ÷ ýq DÔ����(Þ÷
�ø�d ðÉÂ ��çp�ø�d
�d¨ù ���`� )���Ã)(�d
�³¬ ðÉÂ ��wĂ��³¬
¨�íÐ ¨�íÐ
Þ÷ Ç�ýq$�Ô�E�wÞ���DÔ���(Þ÷

�ø�d ðÉÂ ��çp�ø�d
êÖ�ä £Zå���Ç�SÙ�êÖ�ä
ªÇ' ê���ÿ

OÀU�¬ Bµ��Ö+OÀ�(U�¬
ï(� ñd¢ï�òî
é�Ð Ø�$Iã+ì�(P��òî
Ā [Ă��òî

iv�° <A7$�¦��L��iv�(¦��òî
tdú÷�¹ö ¡n^Ô$Ă¤��ăÍÒ�]�

úè

cmâV

Bµ�B©

k�YÊ

¯^�æRgW

~÷�w�gW

/82>�

¯^��@<?

�Çs��

DÔtd
�JÎ�$���

DÔtd
�ê$���

YÊ

Bµ

úè

Bµ

YÊ



第 4章 幸福感に基づく都市評価方法の比較検討 

 74 

4-1-2. 『QOL アクセシビリティ法』の検証 

 

 次に，『QOL アクセシビリティ法』を用いることで，第 3 章で明らかになった既存の幸福感調査の課題

をどれだけ解決できるかの検証を行う． 

 

1）調査の負担に関する課題 

 

 自治体による既存の幸福感調査では，調査コストや職員の多大な時間など，行政への負担が大きいこ

とが課題であった． 

 それに対して『QOL アクセシビリティ法』では，住宅土地統計調査，施設立地データ，国勢調査といっ

た既存調査のデータのみを収集し，新たな調査は行う必要がないため，行政の負担はかなり軽減される． 

 

2）質問項目が主観的項目であることによる課題 

 

 自治体による既存の幸福感調査では，調査項目が主に主観的項目で構成されていたため，都市政策の

効果を把握するのは難しかった． 

 それに対して『QOL アクセシビリティ法』では，都市政策によって変化する客観的データをそのまま指

標項目として用いて QOL を推定しているため，都市政策の効果を把握することが容易である． 

 

3）政策への反映に関する課題 

 

 自治体による既存の幸福感調査では，都市政策と調査結果の関係性を読み解くことが難しく，調査結

果を具体的な都市政策に反映させることが困難であった． 

 それに対して『QOL アクセシビリティ法』では，都市の客観的データと住民の QOL は推定式によって結

び付けられているため，QOL を向上させるために具体的にどのような都市政策を実施すべきかが明確であ

る．都市事業を実施した場合の住民の QOL を事前にシミュレートすることなども可能であり，具体的な

都市政策の判断を推定結果に基づいて行うことができる． 

 

4）回答者の細かい要望把握に関する課題 

 

 自治体による既存の幸福感調査では，回答者に合わせて質問を変えることができないため，住民一人

一人の細かい要望を把握するのは難しかった． 

 この課題については『QOL アクセシビリティ法』でも，都市における一律の客観的データと，住民の属

性毎の推定式を用いて QOL を推定するため，住民一人一人の QOL や要望を把握することは難しい． 

 

5）その他の課題 
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 自治体による既存の幸福感調査ではその他に，標本数の少なさの問題，調査票の設計に関する問題，全

国的に共通した調査を実施したいという願いなどが見られた． 

 『QOL アクセシビリティ法』では，そもそも住民一人一人に調査を実施する訳ではないため，標本数や

調査票の設計に関する問題は発生しない．また，『QOL アクセシビリティ法』の有効性が認められれば，

全国に共通した方法として実施される可能性もある． 

 

 以上のように，第 3 章で明らかになった既存の幸福感調査の課題のうち，『QOL アクセシビリティ法』

では多くの課題を解決できることが分かった．特に，行政の負担が小さい点や，具体的な都市政策の効果

を事前にシミュレートできるなど，都市政策の判断に大いに活きる点が『QOL アクセシビリティ法』の長

所だと言える．一方で，ステップ①で収集する住宅土地統計調査，施設立地データ，国勢調査などのデー

タは，5 年に 1 回や 10 年に 1 回という低頻度の調査で収集されることも稀ではなく，QOL の推定に用い

るデータが一時代前のものである可能性が高いことは短所と言えるかもしれない． 
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4-2. 『ActiveQoL』による都市評価 

 

 本節では，筆者が参画する日立東大ラボ（「超スマート社会」の実現を目指し，スマートシティとエネ

ルギー政策について研究する産学共創の研究組織）のハビタット・イノベーションプロジェクト 19 で提

案されている『ActiveQoL』による都市評価 20について紹介した上で，この方法を用いることで第 3章に

て明らかになった既存の幸福感調査の課題をどれだけ解決できるかの検証を行う． 

 

 

4-2-1. 『ActiveQoL』による都市評価の紹介 

 

 まず，日立東大ラボが『ActiveQoL』を提案した目的について説明する．背景で述べたように，今後の

都市計画分野においては，幸福感調査の重要性が益々高まっていくと予想される．そこで日立東大ラボ

では，住民の幸福感や生活の質を直接指標化し，都市を評価する方法の確立を目指している． 

 日立東大ラボでは，住民の幸福感を推定する手段として，人々の活動満足度に着目した．人々の人生は

活動の積み重ねであり，活動満足度は幸福感に大きな影響を与えると考えたからである．そこで，活動満

足度を測る方法として，理想の活動と実際の活動のギャップから計算した指標『ActiveQoL』を開発した． 

 活動から住民の幸福感を推定する具体的な方法は以下の通りである（図 6）． 

 

ステップ①： 

住民の活動嗜好（理想の活動）をアンケートによって調査する． 

 

ステップ②： 

位置情報や加速度などによって実際の活動内容を測定できるウェアラブルデバイスを住民に装着させ，

住民の実際の活動データを常時収集する．この時，実際の活動データには，活動時間（何時間活動した

か），活動環境（どこで活動したか），活動同伴者（誰と活動したか）などが含まれる． 

 

ステップ③： 

アンケートによって調査した活動嗜好とウェアラブルデバイスによって収集した実際の活動データのギ

ャップから，住民一人一人の各活動の活動満足度『ActiveQoL』を計算する．なお，活動嗜好と実際の活

動データのギャップから『ActiveQoL』を計算する計算式はあらかじめ作成する． 

 

ステップ④： 

各活動の『ActiveQoL』から住民一人一人の幸福感を推定する．なお，各活動の『ActiveQoL』から幸福感

を推定する推定式はあらかじめ作成する． 

 

以上のように推定した幸福感を用いて，都市を評価する． 



第 4章 幸福感に基づく都市評価方法の比較検討 

 77 

 

図 6：『ActiveQoL』による都市評価での幸福感の推定方法 

筆者作成 
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4-1-2. 『ActiveQoL』による都市評価の検証 

 

 次に，『ActiveQoL』による都市評価を用いることで，第 3 章で明らかになった既存の幸福感調査の課

題をどれだけ解決できるかの検証を行う． 

 

1）調査の負担に関する課題 

 

 自治体による既存の幸福感調査では，調査コストや職員の多大な時間など，行政への負担が大きいこ

とが課題であった． 

 今回の検証では，既存の幸福感調査との負担の比較を行うため，『ActiveQoL』による都市評価にかかる

費用を概算する．『ActiveQoL』による都市評価では，ステップ①で住民の活動嗜好を把握するアンケート

調査に，ステップ②で活動内容や健康状態を測定できるウェアラブルセンサーの配布に費用が発生する．

自治体による既存の幸福感調査は標本数の平均がおよそ 5,000 人，回答率が 50%であることを考慮し，ス

テップ①では 5,000 人に対してアンケート調査，ステップ②ではアンケートに回答した 2,500 人の住民

にウェアラブルセンサーを配布すると仮定する．また，ステップ①のアンケート調査は住民の活動嗜好

が変化しない限りは繰り返し行う必要はないため，およそ 5 年に 1 回実施するものとし，ウェアラブル

センサーの寿命は市販されているウェアラブル端末を参考に 5年間と仮定する．すなわち，5年ごとにス

テップ①のアンケート調査とステップ②のウェアラブルセンサーの配布を実施することになる．ステッ

プ①のアンケート調査の費用は，既存の幸福感調査の平均的なコストである1回あたり200万円とした．

ステップ②のウェアラブルセンサーの費用は，現在市販されている活動量や心拍数などを記録できるウ

ェアラブル端末の相場を参考に，1端末あたり 5,000 円とした．今回の概算では， 

アンケート調査 200 万円 + ウェアラブルデバイス 5,000 円 × 2,500 端末 = 1,450 万円 

が 5年ごとに発生するという結果になった．自治体による既存の幸福感調査では，調査コストが年間 200

万円程度であるもののコスト以外にも職員の時間も費やされているとの声が多く聞かれており，

『ActiveQoL』による都市評価で行政にかかる負担はさほど変わらないと考えられる． 

 

2）質問項目が主観的項目であることによる課題 

 

 自治体による既存の幸福感調査では，調査項目が主に主観的項目で構成されていたため，都市政策の

効果を把握するのは難しかった． 

 それに対して『ActiveQoL』による都市評価では，都市政策によって変化する住民の客観的な活動デー

タを指標項目として用いて幸福感を推定しているため，都市政策の効果を把握することが容易である． 

 

3）政策への反映に関する課題 

 

 自治体による既存の幸福感調査では，都市政策と調査結果の関係性を読み解くことが難しく，調査結

果を具体的な都市政策に反映させることが困難であった． 
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 それに対して『ActiveQoL』による都市評価では，都市政策によって変化する住民の活動データと住民

の幸福感は推定式によって結び付けられている．そのため，幸福感を向上させるためにはどのような活

動が必要か，その活動を促すためにはどのような都市政策を実施すべきかといったように，調査結果を

都市政策にまで反映させることが可能である． 

 

4）回答者の細かい要望把握に関する課題 

 

 自治体による既存の幸福感調査では，回答者に合わせて質問を変えることができないため，住民一人

一人の細かい要望を把握するのは難しかった． 

 それに対して『ActiveQoL』による都市評価では，住民一人一人の活動嗜好と実際の活動データとのギ

ャップから幸福感を推定しており，住民一人一人の細かい要望まで把握した上で都市を評価できると言

える． 

 

5）その他の課題 

 

 自治体による既存の幸福感調査ではその他に，標本数の少なさの問題，調査票の設計に関する問題，全

国的に共通した調査を実施したいという願いなどが見られた． 

 『ActiveQoL』による都市評価でも，標本数の少なさの問題や調査票の設計に関する問題は既存の幸福

感調査と同様に発生する．しかし，仮に有効性が認められれば，全国に共通した方法として実施される可

能性もあるだろう． 

 

 以上のように，『ActiveQoL』による都市評価においても，第 3 章で明らかになった既存の幸福感調査

の課題のうち多くを解決できることが分かった．特に，住民一人一人の活動嗜好を収集しており，一人一

人の細かい要望を把握できる点は『ActiveQoL』による都市評価の長所である．また，既存の幸福感調査

では調査の実施が年 1 回，『QOL アクセシビリティ法』では 5〜10 年に 1 回という低頻度の調査のデータ

に基づいて QOL を推定しているのに対し，『ActiveQoL』による都市評価では，常時収集している住民の

活動データから継続的に幸福感を推定できるため，都市政策の実施中にフィードバックを行うなど短期

間で PDCA サイクルを回すことができるという点も長所と言える． 
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4-3. 幸福感に基づく都市評価方法の比較検討 

 

 本節では，既存の幸福感調査に基づく都市評価，『QOL アクセシビリティ法』18，『ActiveQoL』による都

市評価 20の 3つの都市評価方法を比較検討し，新たな都市評価方法の有効性について考察する．  

 4-1，4-2 で行なった『QOL アクセシビリティ法』および『ActiveQoL』による都市評価の検証を踏まえ，

既存の幸福感調査に基づく都市評価，『QOL アクセシビリティ法』，『ActiveQoL』による都市評価の 3つの

都市評価方法を比較したものが表 28 である．比較する項目には第 3章で明らかになった既存の幸福感調

査の課題を中心に，幸福感の正確性，行政の負担，政策への反映，頻度，一人一人の要望把握を設定した． 

 

 幸福感の正確性とは，調査または推定する幸福感が，住民の実際の幸福感にどれほど近いかを表して

いる．既存の幸福感調査では，実際に住民に対してアンケート調査を行い幸福感を質問しているため，正

確性は高いと考えられる．『QOL アクセシビリティ法』では，都市における客観的なデータから幸福感を

推定しているが，住民の属性ごとの推定幸福感を出しているに過ぎない．『ActiveQoL』による都市評価で

は，活動嗜好と実際の活動データから住民一人一人の幸福感を推定しており，アンケート調査ほどでは

ないものの幸福感の推定精度は高いと考えられる． 

 

 行政の負担とは，幸福感の調査または推定にかかる費用および職員の時間のことである．既存の幸福

感調査では，年間 200 万円程度，高い場合は 600 万円程度の費用と職員の多大な時間がかかる．『QOL ア

クセシビリティ法』 では，既存調査のデータを収集するため，費用はほとんどかからない．『ActiveQoL』

による都市評価では，アンケート費用およびウェアラブルセンサーに年間 290 万円ほどの費用がかかる

と概算した． 

 

 政策への反映とは，調査結果を具体的にどれだけ反映しやすいかを表している．既存の幸福感調査で

は，主に主観的項目で構成されていることが原因となり，ほとんどの自治体で調査結果を具体的な都市

政策に反映することができていない．『QOL アクセシビリティ法』では，都市の客観的データと QOL とが

推定式で結び付けられており，QOL を向上させるためにどのような都市政策を実施すべきかが明確であ

る．また，事前に都市政策の効果をシュミレートすることも可能で，調査結果を大変有効に活用すること

ができる．『ActiveQoL』による都市評価でも，都市政策によって変化する住民の活動データと住民の幸福

感が推定式によって結び付けられているおり，調査結果を具体的な政策に反映することができる． 

 

 頻度とは，幸福感の調査または推定をどれほどの頻度で実施できるかを表している．既存の幸福感調

査では，調査負担が大きいため，どの自治体でも年 1 回以下の頻度に留まっている．『QOL アクセシビリ

ティ法』では，収集する都市のデータが 5年に 1回や 10 年に 1回調査されるものであることも珍しくな

く，住民の現下の幸福感を推定できることはほとんどないだろう．『ActiveQoL』による都市評価では，住

民の活動データを常時収集しているため，都市政策の実施後すぐまたは実施中にも幸福感の変化を推定

でき，短期間で PDCA サイクルを回すことができる． 
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 一人一人の要望把握とは，住民一人一人の細かい要望を把握できるかを表している．既存の幸福感調

査では，一律の質問項目を回答者全員に課す他無く，一人一人の細かい要望は把握できない．『QOL アク

セシビリティ法』でも，都市における一律のデータと住民の属性毎の推定式を用いて QOL を推定するた

め，住民一人一人の要望を把握することはできない．『ActiveQoL』による都市評価では，住民一人一人の

活動嗜好と実際の活動データとのギャップから幸福感を推定しており，住民一人一人の細かい要望まで

把握した上で都市を評価できると言える． 

 

 以上のように， 幸福感に基づく新たな都市評価方法は，既存の幸福感調査に基づく都市評価方法と比

べて多くの点で優れていることが明らかになった．一方で，『QOL アクセシビリティ法』と『ActiveQoL』

による都市評価のどちらを用いるかについては，自治体の財政的状況や幸福感調査を実施する目的など

によって判断する必要があるだろう．例えば，行政にかがる負担を最小限にとどめたい場合や，事前にシ

ミュレーションなどを行い都市政策の効果を予測したい場合は，『QOL アクセシビリティ法』を用いるこ

とが望ましい．対して，『SDGs（Sustainable Development Goals）』12や『Society ５.0』13の理念に沿っ

て一人一人の要望を反映した都市評価を行いたい場合や，都市政策のフィードバックをリアルタイムに

行うなど短期間で PDCA サイクルを回したい場合などは，『ActiveQoL』による都市評価を用いることが望

ましい． 

 

表 28：都市評価方法の比較 

筆者作成 

  

L Q O

A � � � � �
 � � � � �

 � � � � �
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4-4. 小括 

 

 本章では，第 3章で明らかになった既存の幸福感調査の課題を踏まえ，林らが提唱する『QOL アクセシ

ビリティ法』18や，日立東大ラボが提案する『ActiveQoL』による都市評価 20といった幸福感に基づく新

たな都市評価方法と，既存の幸福感調査に基づく都市評価方法とを比較検討し，新たな都市評価方法の

有効性を明らかにした． 

 4-1 では，林らが提唱する『QOL アクセシビリティ法』が，既存の幸福感調査の課題の多くを解決でき

ることが分かった．特に，行政の負担が小さい点や，都市政策の判断に大いに活きる点が『QOL アクセシ

ビリティ法』の長所だと言える． 

 4-2 では，日立東大ラボのハビタット・イノベーションプロジェクト 19 によって提案されている

『ActiveQoL』による都市評価についても，既存の幸福感調査の課題の多くを解決できることが分かった．

特に，一人一人の細かい要望を把握できる点や，都市政策の実施中にフィードバックを行うなど短期間

で PDCA サイクルを回すことができるという点が『ActiveQoL』による都市評価の長所だと言える． 

 4-3 では，既存の幸福感調査に基づく都市評価と幸福感に基づく新たな都市評価を比較検討した結果，

新たな都市評価方法は，既存の幸福感調査に基づく都市評価方法と比べて多くの点で優れていることが

明らかになった．ただし，『QOL アクセシビリティ法』と『ActiveQoL』による都市評価のどちらを用いる

かについては，自治体の財政的状況や幸福感調査を実施する目的などによって判断する必要があり，行

政にかがる負担を最小限にとどめたい場合や，事前にシミュレーションなどを行い都市政策の効果を予

測したい場合は，『QOL アクセシビリティ法』を用いることが望ましい．対して，『SDGs（Sustainable 

Development Goals）』12や『Society ５.0』13の理念に沿って一人一人の要望を反映した都市評価を行い

たい場合や，都市政策のフィードバックをリアルタイムに行うなど短期間で PDCA サイクルを回したい場

合などは，『ActiveQoL』による都市評価を用いることが望ましい．近年開発が進むスマートシティでは，

従来の長期的都市事業だけでなく，短期的な PDCA サイクルを必要とするソフトな取り組みが増加してい

ること，近年では人々の多様な価値観への対応が社会的に求められており，住民一人一人の価値観に応

じた都市評価が必要となること，などを鑑みると，『ActiveQoL』による都市評価は今後の都市計画分野に

おいて大変有効な都市評価方法である． 

 第 5章では，幸福感に基づく新たな都市評価方法のうち『ActiveQoL』による都市評価の実現に向けて， 

その要件を明らかにする． 
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第 5章 『ActiveQoL』による都市評価の要件 

 

5-1. アンケート調査の概要 

5-2. 結果の分析および考察 

5-3. 『ActiveQoL』による都市評価の要件 

5-4. 小括 
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 第 4 章で有効性が認められた住民の幸福感に基づく新たな都市評価方法の実現に向けて，これらの方

法の要件を明らかにする必要がある．『QOL アクセシビリティ法』18の要件については『交通・都市計画

の QOL 主流化』18の中で詳しく述べられているため，本章では『ActiveQoL』による都市評価 20の要件を

明らかにする．具体的には，活動満足度『ActiveQoL』の計算および幸福感の推定の際にどのようなデ

ータが必要か，計算式および推定式の係数はいくつになるのかについて明らかにする． 

 なお，2-4 で述べたように，幸福感の規定要因として既往研究では，デモグラフィックデータ，サイ

コグラフィックデータ，健康状態，活動傾向，周囲の環境，他人との関係の 6つのカテゴリーが挙げら

れている．そこで本研究では，幸福感の推定にあたって，活動満足度『ActiveQoL』だけでなく，住民

の健康状態も変数として用いることを検討する．また，住民のデモグラフィックデータおよびサイコグ

ラフィックデータによって健康状態および活動満足度が幸福感に与える影響が異なる可能性を考え，デ

モグラフィックデータおよびサイコグラフィックデータを媒介変数として用いることも検討する．活動

満足度『ActiveQoL』の計算にあたっては，住民の活動のうち，活動内容（どのような活動をしたか），

周囲の環境（どこで活動したか），他人との関係（誰と活動したか）のそれぞれが活動満足度に影響を

与えているという仮説を立て，活動満足度『ActiveQoL』の計算に，活動内容，活動時の周囲の環境，

活動時の他人との関係の 3つに対する満足度を変数として用いることを検討する．また，活動満足度

『ActiveQoL』の計算についても，デモグラフィックデータおよびサイコグラフィックデータを媒介変

数として用いることも検討する．以上で述べた本章で検討する諸変数の関係を図に示したものが図 7で

ある．これらの変数の関係を把握するため，アンケート調査を実施した． 

 5-1 では，活動満足度『ActiveQoL』の計算および幸福感の推定にあたって，変数間の関係を把握する

ために実施したアンケート調査の概要を説明する． 

 5-2 では，実施したアンケート調査の結果を分析し，変数間の関係について考察する． 

 5-3 では，変数間の関係についての考察を踏まえ，『ActiveQoL』による都市評価の要件，具体的に

は，活動満足度『ActiveQoL』の計算および幸福感の推定の際にどのようなデータが必要か，計算式お

よび推定式の係数はいくつになるのかについて明らかにする． 
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図 7：本章で検討する諸変数の関係 

筆者作成 
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5-1. アンケート調査の概要 

 

 本節では，活動満足度『ActiveQoL』の計算および幸福感の推定にあたって，変数間の関係を把握する

ために実施したアンケート調査の概要を説明する． 

 

1）調査目的 

 

 『ActiveQoL』による都市評価 20の実現に向けて，活動満足度『ActiveQoL』の計算および幸福感の推定

の際にどのようなデータが必要か，計算式および推定式の係数はいくつになるのかについて明らかにす

るため，幸福感，健康状態，活動満足度，活動内容に対する満足度，周囲の環境に対する満足度，他人と

の関係に関する満足度，デモグラフィックデータ，サイコフラフィックデータの関係を把握すること． 

 

2）調査対象 

 

 調査予算の都合から機縁法により 56 名の回答者に対してアンケート調査を実施した．回答者の属性分

布は表 29 の通りで 20 代の回答者が多くなっている． 

 

3）調査時期 

 

 2021 年 12 月． 

 

4）調査方法 

 

 クアルトリクス社56によるオンラインアンケートフォームサービスを利用し，回答者にアンケート Aお

よびアンケート B を配布した．アンケート A は回答者のサイコグラフィックデータおよびサイコグラフ

ィックデータを調査するためのもので，回答者は任意の日時に 1 回のみ回答した．アンケート B は回答

者の幸福感，1日の健康状態，各活動の活動満足度，活動内容の満足度，周囲の環境の満足度，他人との

関係の満足度を調査するためのもので，回答者は任意の 14 日間の就寝前に計 14 回回答した． 

 

5）調査項目 

 

 アンケート A では，回答者のデモグラフィックデータおよびサイコグラフィックデータに関する以下

の項目を調査した． 

・「性別」（男性 / 女性 / その他） 

・「同居している家族構成」（単身 / 夫婦 / 子供と同居 / 親と同居 / 親族と同居 / その他） 

 
56 クアルトリクス, クアルトリクス, 2021, https://www.qualtrics.com/jp/ 
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・「職業」（正規の職員・従業員 / 派遣社員 / パート・アルバイト / 会社などの役員 / 自営業主 / 家

族従業者（農作業や店の仕事などを手伝っている家族）/ 家庭内の賃作業（内職） / 学生 / その他） 

・「性格タイプ」（エニアグラム 90 問回答式チェック57による「タイプ 1」〜「タイプ 9」のいずれか．各

タイプの特徴の抜粋は表 30 の通りである．） 

 アンケート Bでは，回答者の幸福感，1日の健康状態，各活動の活動満足度，活動内容の満足度，周囲

の環境の満足度，他人との関係の満足度に関する以下の項目を調査した． 

・『SWLS（Satisfaction with Life Scale）』23 

・『PANAS （Positive and Negative Affect Schedule）』24 

・1 日の「健康状態」（10 件法） 

・回答した 1日の各活動についての「活動の継続時間」 

・回答した 1日の各活動についての「活動満足度」（10 件法） 

・回答した 1日の各活動についての「活動内容の満足度」（10 件法，活動を行なった場所・環境や一緒に

活動を行なった人を考慮せず，活動内容のみの満足度を指す．） 

・回答した 1日の各活動についての「活動を行なった場所・環境の満足度」（10 件法） 

・回答した 1日の各活動についての「初めて行く場所での活動だったか否か」 

・回答した 1日の各活動についての「一緒に活動を行なった人に対する満足度」（10 件法） 

・回答した 1日の各活動についての「初対面の人との活動だったか否か」 

 

表 29：回答者の属性分布 

 

 
57 ⽇本エニアグラム協会, 90 問回答式チェック, 2021, https://www.enneagram.ne.jp/about/diagnosis/dns01 
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表 30：「性格タイプ」一覧 

エニアグラム 90 問回答式チェック 57を参考に筆者作成 

  

1 3 9 2 1 2 1 5 9
27

1 3 5 5 3 3 3 9 7

1 9 2 3 7

7
9 1 2 6 15 1

7 8 8 1 2 1
4

2 9 2 5 59 2

9 9 2 3 3 1
2 1 7 3 5

9 2 1 9 2 2 2 5 3

9 9 9 2 2 5
5 3 3 2 2

1 7 7 1

9 5 9 5 19 2
2

2 1 7 2 9 9 2

1 9 2

9 9 5 5 2 5
3

9 1 1
1 9

1 9 3 2 1 9 2

9 5 5 9 2
5 5 5 2 3 9 5
5

7 9 2 5 3 7 9 2

9 2 5 9 2 9 3
2 2 5 7 5 9

3
1 9 2 3 7 8 2 5 3 2

3

9 2 7 3 5 7
9 5 9 2 2 3 9 1 9 5 9 9 1 3 3

9 2 2 1 3 59 2 3
2 1 9 2 3 5 2
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5-2. 結果の分析および考察 

 

 本節では，実施したアンケート調査の結果について分析し，変数間の関係について考察する．5-2-1 で

は，幸福感の推定に用いる変数間の関係について考察し，5-2-2 では更に，活動満足度『AqtiveQoL』の

計算に用いる変数間の関係について考察する． 

 

 

5-2-1. 健康状態，活動満足度と幸福感の関係についての分析・考察 

 

 まず，健康状態，活動満足度と幸福感の関係について考察する． 

 

1）データの加工 

 

 初めに，健康状態，活動満足度と幸福感の関係について分析するため，アンケート結果のデータを加工

し，以下の変数を作成した．なお，デモグラフィックデータ，サイコグラフィックデータ，健康状態につ

いては，56 人分のデータが収集された．活動満足度，認知的幸福感，感情的幸福感については，56 名 × 

14 日 = 784 日分のデータを収集されたが，情報が一部欠損しているデータを除いた 663 日分のデータを

利用した． 

 

デモグラフィックデータ 

・「性別」：アンケート調査の「性別」項目の結果を利用した． 

・「一人暮らしか否か」：アンケート調査の「同居している家族構成」項目の結果から回答者が一人暮らし

か否かを抽出した． 

 

サイコグラフィックデータ 

・「性格タイプ」：アンケート調査の「性格タイプ」項目の結果を利用した． 

 

認知的幸福感 

・「SWLS」：アンケート調査の『SWLS（Satisfaction with Life Scale）』23項目の結果を 10 点満点に直し

たものを作成した． 

 

感情的幸福感 

・「PA」：アンケート調査の『PANAS（Positive and Negative Affect Schedule）』24項目の結果のうち，

ポジティブ感情を訪ねる 8つ質問の合計値を 10 点満点に直したものを作成した． 

・「NA」：アンケート調査の『PANAS（Positive and Negative Affect Schedule）』項目の結果のうち，ネ

ガティブ感情を訪ねる 8つ質問の合計値を 10 点満点に直したものを作成した． 
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健康状態 

・「健康状態」：アンケート調査の「健康状態」項目の結果を利用した． 

 

活動満足度 

・「活動満足度の平均（1日）」：アンケート調査の「活動満足度」，「活動の継続時間」項目の結果から，1

日の全活動の活動満足度の平均を作成した． 

・「活動満足度の平均（起床〜1/4 日）」：1日の活動のうち，どの時間帯の活動の活動満足度が幸福感に影

響を与えるかを調査するため，アンケート調査の「活動満足度」，「活動の継続時間」項目の結果から，起

床してから 1日の 1/4 の時間が経過するまでの活動の活動満足度の平均を作成した． 

・「活動満足度の平均（1/4〜2/4 日）」：1日の活動のうち，どの時間帯の活動の活動満足度が幸福感に影

響を与えるかを調査するため，アンケート調査の「活動満足度」，「活動の継続時間」項目の結果から，1

日の1/4の時間が経過してから1日の2/4の時間が経過するまでの活動の活動満足度の平均を作成した． 

・「活動満足度の平均（2/4〜3/4 日）」：1日の活動のうち，どの時間帯の活動の活動満足度が幸福感に影

響を与えるかを調査するためアンケート調査の「活動満足度」，「活動の継続時間」項目の結果から，1日

の 2/4 の時間が経過してから 1日の 3/4 の時間が経過するまでの活動の活動満足度の平均を作成した． 

・「活動満足度の平均（3/4〜就寝）」：1日の活動のうち，どの時間帯の活動の活動満足度が幸福感に影響

を与えるかを調査するためアンケート調査の「活動満足度」，「活動の継続時間」項目の結果から，1日の

3/4 の時間が経過してから就寝するまでの活動の活動満足度の平均を作成した． 

・「活動満足度の平均（起床〜1/2 日）」：1日の活動のうち，どの時間帯の活動の活動満足度が幸福感に影

響を与えるかを調査するため，アンケート調査の「活動満足度」，「活動の継続時間」項目の結果から，起

床してから 1日の 1/2 の時間が経過するまでの活動の活動満足度の平均を作成した． 

・「活動満足度の平均（1/2〜就寝）」：1日の活動のうち，どの時間帯の活動の活動満足度が幸福感に影響

を与えるかを調査するためアンケート調査の「活動満足度」，「活動の継続時間」項目の結果から，1日の

1/2 の時間が経過してから就寝するまでの活動の活動満足度の平均を作成した． 

・「活動満足度（最後の活動）」：1 日の最後の活動の活動満足度が幸福感に大きな影響を与える可能性が

あるという仮説のもと，アンケート調査の「活動満足度」項目の結果から，1日の最後の活動の活動満足

度を抽出した． 

・「活動満足度（最高）」：1 日の活動うち，活動満足度が最も高かった活動の活動満足度が幸福感に大き

な影響を与える可能性があるという仮説のもと，アンケート調査の「活動満足度」項目の結果から，活動

満足度が最も高かった活動の活動満足度を抽出した． 

・「活動満足度（最低）」：1 日の活動うち，活動満足度が最も低かった活動の活動満足度が幸福感に大き

な影響を与える可能性があるという仮説のもと，アンケート調査の「活動満足度」項目の結果から，活動

満足度が最も低かった活動の活動満足度を抽出した． 

・「活動満足度の平均（3時間以上の活動）」：1日の活動のうち，継続時間が長い活動の活動満足度が幸福

感に大きな影響を与える可能性があるという仮説のもと，アンケート調査の「活動満足度」，「活動の継続

時間」項目の結果から，継続時間が 3時間以上の活動の活動満足度の平均を作成した． 

・「活動満足度の分散」：1日の活動満足度の上下と幸福感の関係を調査するため，アンケート調査の「活

動満足度」項目の結果から，1日の全活動の活動満足度の分散を作成した． 
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 また，「活動満足度の平均（1日）」，「活動満足度の平均（起床〜1/4 日）」，「活動満足度の平均（1/4 日

〜2/4 日）」，「活動満足度の平均（2/4 日〜3/4 日）」，「活動満足度の平均（3/4 日〜就寝）」，「活動満足度

の平均（起床〜1/2 日）」，「活動満足度の平均（1/2 日〜就寝）」，「活動満足度（最後の活動）」，「活動満足

度（最高）」，「活動満足度（最低）」，「活動満足度の平均（3 時間以上の活動）」，「活動満足度の分散」の

12 変数については，活動に睡眠を含めるものと含めないものの 2 種類を用意した．これは，意識のない

睡眠という活動の満足度が幸福感にどれほど影響を与えるのかを調査するためである． 

 全 19 変数のヒストグラム，平均，分散，歪度，尖度および相関係数は図 8，表 31 の通りである．なお，

「活動満足度の分散」については，歪度および尖度が高い数値になったため，解析の際にロバスト最尤推

定法による配慮をしている． 

 

図 8：各変数のヒストグラム，平均，分散，歪度，尖度 
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2）モデルの作成および選定 

 

 「SWLS」，「PA」，「NA」，「健康状態」，「活動満足度の平均（1日）」，「活動満足度の平均（起床〜1/4 日）」，

「活動満足度の平均（1/4 日〜2/4 日）」，「活動満足度の平均（2/4 日〜3/4 日）」，「活動満足度の平均（3/4

日〜就寝）」，「活動満足度の平均（起床〜1/2 日）」，「活動満足度の平均（1/2 日〜就寝）」，「活動満足度

（最後の活動）」，「活動満足度（最高）」，「活動満足度（最高）」，「活動満足度の平均（3時間以上の活動）」，

「活動満足度の分散」の 16 変数について，model1-1，model1-2，model1-3 の 3 つのモデルを作成した

（図 9，10，11）．model1-1 は，健康状態，活動満足度と幸福感の関係を調査するシンプルなモデルであ

る．model1-2 と model1-3 は，活動満足度の変数を細かく分割し，活動満足度が幸福感に与える影響を詳

細に調査するモデルである．model1-2 では，どの時間帯の活動の活動満足度が幸福感に影響を与えるか

を調査するための変数を 1日を 4分割した「活動満足度の平均（起床〜1/4 日）」，「活動満足度の平均（1/4

日〜2/4 日）」，「活動満足度の平均（2/4 日〜3/4 日）」，「活動満足度の平均（3/4 日〜就寝）」に設定して

いる．対して，model1-3 では 1日を 2分割した「活動満足度の平均（起床〜1/2 日）」，「活動満足度の平

均（1/2 日〜就寝）」に設定している．また，model1-1，model1-2，model1-3 では 1日の活動に睡眠を含

んでいるが，意識の無い活動である睡眠を活動から除外した model1-4，model1-5，model1-6 の 3 つのモ

デルを加えて作成した（図 12，13，14）．更に，model1-2，model1-3，model1-5，model1-6 に対して，ワ

ルド検定を用いて最適化した model1-7，model1-8，model1-9，model1-10 を作成した（図 15，16，17，

18）．model1-1〜model1-10 の各モデルの特徴をまとめると表 32 の通りである．model1-1，model1-4 に

ついて統計解析環境 Rのパッケージ lavaan によるパス解析（最尤推定法），「活動満足度の分散」を含む

model1-2，model1-3，model1-5，model1-6，model1-7，model1-8，model1-9，model1-10 について統計解

析環境 Rのパッケージ lavaan によるパス解析（ロバスト最尤推定法）を行なった． 

 活動に睡眠を含む model1-1，model1-2，model1-3，model1-7，model1-8 と含まない model1-4，model1-

5，model1-6，model1-9，model1-10 の CFI および RMSEA を比較すると，睡眠を含むモデルに比べ睡眠を

含まないモデルの方が適合度が高いことが分かる．すなわち，幸福感を推定する際は活動の満足度に関

する変数に睡眠を含まない方が推定の精度が上がる可能性が高い．また，1日の活動を 4つの時間帯に分

割した変数を設定しているmodel1-9と1日の活動を2つの時間帯に分割した変数を設定しているmodel1-

10 を比較すると，model1-10 の方が適合度が高いことが分かる．すなわち，幸福感を推定する際には，1

日の活動を 2 つの時間帯に分割した変数を設定する方が精度が上がる可能性が高い．以上より本研究で

は，活動満足度と幸福感の関係を調査するシンプルなモデルである model1-4 と，活動満足度が幸福感に

与える影響を詳細に調査する model1-10 の 2 つのモデルについて考察を行うこととした． 
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図 9：model1-1 のパス図 

 

 
図 10：model1-2 のパス図 
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図 11：model1-3 のパス図 

 

 

図 12：model1-4 のパス図 
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図 13：model1-5 のパス図 
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図 14：model1-6 のパス図 
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図 15：model1-7 のパス図 
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図 16：model1-8 のパス図 
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図 17：model1-9 のパス図 
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図 18：model1-10 のパス図 

 

 

表 32：作成モデル早見表 

 

  

e e 70

- -

- -

-
8 45 -

-
8 45 -

- -

-
8 45 -

-
8 45 -

d 6 9
3 7

d 2 8 1
8 3
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3）健康状態，活動満足度と幸福感の関係の考察 

 

 model1-4（図 12）および model1-10（図 18）は共に十分な適合を示しており，標準化推定値も全て有

意である． 

 活動満足度と幸福感の関係を調査するシンプルなモデルである model1-4 を見ると，「健康状態」と「活

動満足度の平均（1 日）」は共に「SWLS」，「PA」に正の影響，「NA」に負の影響を与えている．すなわち，

健康状態と活動満足度の両方が認知的幸福感および感情的幸福感に影響を与えており，幸福感を推定す

る際は健康状態と活動満足度共に変数として用いることが望ましい．一方で，「健康状態」は「SWLS」よ

りも「PA」，「NA」に大きな影響を，「活動満足度の平均」は「PA」，「NA」よりも「SWLS」に大きな影響を

与えており，認知的幸福感は活動満足度に比較的大きな影響を受けるが，感情的幸福感は健康状態にも

比較的大きな影響を受けることが明らかになった． 

 次に，活動満足度が幸福感に与える影響を詳細に調査する model1-10 に目を向ける．まず，「SWLS」に

ついて注目すると，「健康状態」，「活動満足度の平均（起床〜1/2 日）」，「活動満足度（最高）」，「活動満

足度（最高）」，「活動満足度の分散」の 5変数に正の影響を受けている．後述の「PA」や「NA」とは違い，

「活動満足度（最高）」，「活動満足度（最高）」といった 1日の活動の中で記憶に残りやすい活動に影響を

受けるのが特徴と言える．また，「活動満足度の分散」からも影響を受けており，認知的幸福感は活動満

足度の上下が大きい生活の方が高くなると言えるだろう．一方「PA」や「NA」は，「健康状態」，「活動満

足度の平均（起床〜1/2 日）」，「活動満足度の平均（1/2 日〜就寝）」，「活動満足度（最後の活動）」，「活動

満足度の平均（3 時間以上の活動）」の 5 変数と関連しており，活動の時間帯による影響を受けやすいこ

とが分かる．また，「PA」は「活動満足度の平均（起床〜1/2 日）」の影響を受けているのに対し，「NA」

は「活動満足度の平均（1/2 日〜就寝）」の影響を受けており，ポジティブ感情は 1 日の前半の活動が，

ネガティブ感情は 1日の後半の活動の方が影響する可能性がある． 
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4）デモグラフィックデータおよびサイコグラフィックデータ毎の健康状態，活動満足度と幸福感の関係

の考察 

 

 次に，上記の結果が，デモグラフィックデータやサイコグラフィックデータによってどのように変化

するのかを調査するため，model1-4 および model1-10 に対して「性別」，「一人暮らしか否か」，「性格タ

イプ」毎にパス解析を行なった（図 19〜24）．図 19〜24 より，デモグラフィックデータやサイコグラフ

ィックデータの違いによって，健康状態，活動満足度が幸福感に与える影響が異なることが分かった．す

なわち，幸福感を推定する際は，性別，一人暮らしか否か，性格タイプなどのデモグラフィックデータお

よびサイコグラフィックデータを媒介変数として用いるべきである． 

 model1-4，model1-10 について「性別」毎にパス解析を行なった結果は図 19，図 20 である．図 19 を見

ると，男女共に，活動満足度の方が健康状態より認知的幸福感に対して与える影響が大きいことが分か

る．一方で，感情的幸福感に関しては，男性のネガティブ感情に与える影響のみ，健康状態の方が大きい

ことが分かる．すなわち，男性は健康状態が悪いと，ネガティブな感情を持つ傾向にあると言える．また，

男女間で比較すると，男性は健康状態が幸福感に与える影響が比較的大きいのに対し，女性は活動満足

度が与える影響が比較的大きいことが分かった． 

 model1-4，model1-10 について「一人暮らしか否か」毎にパス解析を行なった結果は図 21，図 22 であ

る．図 21 を見ると，一人暮らしの人は認知的幸福感に対しては活動満足度の影響が，感情的幸福感に対

しては健康状態の影響がより大きいことが分かる．一方一人暮らしでない人は，認知的幸福感，感情的幸

福感ともに，活動満足度の影響が大きい傾向にある．つまり，一人暮らしだと感情の浮き沈みが体調に大

きく左右されると言える．また，一人暮らしの人と一人暮らしでない人を比較すると，一人暮らしの人は

健康状態が幸福感に与える影響が比較的大きいのに対し，一人暮らしでない人は活動満足度が与える影

響が比較的大きいことが分かった． 

 model1-4，model1-10 について「性格タイプ」毎にパス解析を行なった結果は図 23，図 24 である．性

格のタイプの違いによって，健康状態，活動満足度が認知的幸福感，感情的幸福感それぞれに与える影響

が様々であることが分かった．ただし，「性格タイプ」毎の解析では，標本数が少ないタイプも多く，結

果の信頼性が低いことに留意が必要である． 

 

図 19：model1-4（性別毎）のパス図 
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図 20：model1-10（性別毎）のパス図 

 

 

図 21：model1-4（一人暮らしか否か毎）のパス図 
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図 22：model1-10（一人暮らしか否か毎）のパス図 

 

 

図 23：model1-4（性格タイプ毎）のパス図 
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図 24：model1-10（性格タイプ毎）のパス図 
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5-2-2. 活動内容の満足度，周囲の環境の満足度，他人との関係の満足度と活動満足度の関

係についての分析・考察 

 

 次に，活動内容の満足度，周囲の環境の満足度，他人との関係の満足度と活動満足度の関係について考

察する． 

 

1）データの加工 

 

 初めに，活動内容の満足度，周囲の環境の満足度，他人との関係の満足度と活動満足度の関係について

分析するため，アンケート結果のデータを加工し，以下の変数を作成した．なお，デモグラフィックデー

タおよびサイコグラフィックデータについては，56 人分のデータが収集された．活動満足度，活動内容

の満足度，周囲の環境の満足度，他人との関係の満足度については，8,306 活動分のデータが収集された． 

 

デモグラフィックデータ 

・「性別」：アンケート調査の「性別」項目の結果を利用した． 

・「一人暮らしか否か」：アンケート調査の「同居している家族構成」項目の結果から回答者が一人暮らし

か否かを抽出した． 

 

サイコグラフィックデータ 

・「性格タイプ」：アンケート調査の「性格タイプ」項目の結果を利用した． 

 

活動満足度 

・「活動満足度」：アンケート調査の「活動満足度」項目の結果を利用した． 

 

活動内容の満足度 

・「活動内容の満足度」：アンケート調査の「活動満足度」項目の結果を利用した． 

 

周囲の環境の満足度 

・「活動を行なった場所・環境の満足度」：アンケート調査の「活動を行なった場所・環境の満足度」項目

の結果を利用した． 

・「初対面の人との活動だったか否か」：アンケート調査の「活動を行なった場所・環境の満足度」項目の

結果を利用した． 

 

他人との関係の満足度 

・「一緒に活動を行なった人に対する満足度」：アンケート調査の「活動を行なった場所・環境の満足度」

項目の結果を利用した． 

・「初対面の人との活動だったか否か」：アンケート調査の「初対面の人との活動だったか否か」項目の結

果を利用した． 
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 全 9 変数のヒストグラム，平均，分散，歪度，尖度および相関係数は図 25，表 33 の通りである． 

 

図 25：各変数のヒストグラム，平均，分散，歪度，尖度 

 

 

表 33：各変数間の相関係数 
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2）モデルの作成および選定 

 

 「活動満足度」，「活動内容の満足度」，「活動を行なった場所・環境の満足度」，「一緒に活動を行なった

人に対する満足度」，「初めて行く場所での活動だったか否か」，「初対面の人との活動だったか否か」の 6

変数について，model2-1〜model2-3 の 3 つのモデルを作成し，統計解析環境 Rのパッケージ lavaan によ

るパス解析（最尤推定法）を行なった（図 26〜28）．それぞれのモデルの CFI および RMSEA を比較する

と，model2-1 が最も適合度の高いモデルであったが，更に model2-1 に対してワルド検定を用いた結果，

「初対面の人との活動だったか否か」を削除したよりシンプルな model2-4 が作成された（図 29）．以下

では，model2-4 について考察を行う． 

 

図 26：model2-1 のパス図 
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図 27：model2-2 のパス図 

 

 
図 28：model2-3 のパス図 

 



第 5章 『ActiveQoL』による都市評価の要件 

 111 

 

図 29：model2-4 のパス図 

 

  



第 5章 『ActiveQoL』による都市評価の要件 

 112 

3）活動内容の満足度，周囲の環境の満足度，他人との関係の満足度と活動満足度の関係の考察 

 

 model2-4 では，CFI = 1.000，RMSEA = 0.000 と十分な適合を示している．また，標準化推定値は全て

有意である．model2-4 の分析結果から，「活動満足度」は「活動内容の満足度」，「活動を行なった場所・

環境の満足度」，「初めて行く場所での活動だったか否か」，「一緒に活動を行なった人に対する満足度」に

影響を受けること明らかになった．また，ワルド検定により，「初対面の人との活動だったか否か」は「活

動満足度」に有意な影響を与えないことも明らかになった．すなわち，活動満足度を計算する際は，活動

内容，活動を行なった場所・環境，一緒に活動を行なった人の満足度および，初めて行く場所での活動だ

ったか否かを変数として用いることが望ましい．また，それぞれの変数の影響の大きさについては，「活

動内容の満足度」が非常に大きな正の影響を及ぼしており，以下，「活動を行なった場所・環境の満足度」，

「一緒に活動を行なった人に対する満足度」，「初めて行く場所での活動だったか否か」の順で正の影響

を受けることが分かった． 

 

4）デモグラフィックデータおよびサイコグラフィックデータ毎の活動内容の満足度，周囲の環境の満足

度，他人との関係の満足度と活動満足度の関係の考察 

 

 次に，上記の結果が，デモグラフィックデータやサイコグラフィックデータによってどのように変化

するのかを調査するため，model2-4 に対して「性別」，「一人暮らしか否か」，「性格タイプ」毎にパス解

析（最尤推定法）を行なった（図 30〜32）．5-2-1 と同様に，デモグラフィックデータやサイコグラフィ

ックデータの違いによって「活動内容の満足度」，「活動を行なった場所・環境の満足度」，「初めて行く場

所での活動だったか否か」，「一緒に活動を行なった人に対する満足度」が「活動満足度」に与える影響が

異なることが分かった．すなわち，活動満足度を計算する際は，性別，一人暮らしか否か，性格タイプな

どのデモグラフィックデータおよびサイコグラフィックデータを媒介変数として用いるべきである． 

 「性別」毎にパス解析を行なった結果は図 30 の通りである．男女共に活動満足度に対する「活動内容

の満足度」の正の影響が最も大きいことが分かった．一方，男性は「一緒に活動を行なった人に対する満

足度」よりも「活動を行なった場所・環境の満足度」の正の影響が大きいのに対して，女性は「活動を行

なった場所・環境の満足度」よりも「一緒に活動を行なった人に対する満足度」の方が正の影響が大きい

ことが分かった．また，男性は初めての場所だと「活動内容の満足度」が高いのに対し，女性では有意な

結果となっていない． 

 「一人暮らしか否か」毎にパス解析を行なった結果は図 31 の通りである．「一人暮らしか否か」では

「活動内容の満足度」，「活動を行なった場所・環境の満足度」，「初めて行く場所での活動だったか否か」，

「一緒に活動を行なった人に対する満足度」が「活動満足度」に与える影響に「性別」ほどの違いが見ら

れなかった． 

 「性格タイプ」毎にパス解析を行なった結果は図 32 の通りである．全てのタイプにおいて，「活動内容

の満足度」の正の影響が最も大きいことが分かった．一方，タイプ 1，タイプ 2，タイプ 3，タイプ 4，タ

イプ 6，タイプ 8，タイプ 9 の人は「活動内容の満足度」に次いで，「活動を行なった場所・環境の満足

度」の正の影響が大きいのに対し，タイプ 5，タイプ 7 では「一緒に活動を行なった人に対する満足度」

の正の影響が大きいことが分かった．また，タイプ 8では，初めて行く場所でない方が「活動内容の満足
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度」が高いことも分かった．以上のように，性格のタイプによって活動満足度に各変数が与える影響が異

なることが明らかになった．ただし，「性格タイプ」毎の解析では，標本数が少ないタイプも多く，結果

の信頼性が低いことに留意が必要である． 

 

図 30：model2-4（性別毎）のパス図 
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図 31：model2-4（一人暮らしか否か毎）のパス図 
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図 32：model2-4（性格タイプ毎）のパス図 
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5-3. 『ActiveQoL』による都市評価の要件 

 

本節では変数間の関係についての考察を踏まえ，活動満足度『ActiveQoL』の計算および幸福感の推定の

際にどのようなデータが必要か，計算式および推定式の係数はいくつになるのかについて明らかにする． 

 まず，5-2-1 での考察より，幸福感を推定する際には以下の要件を満たすことが望ましいことが明らか

になった．1つ目に，健康状態と活動満足度の両方を変数として用いることが望ましい．2つ目に，活動

満足度については「活動満足度の平均（起床〜1/2 日）」，「活動満足度の平均（1/2 日〜就寝）」，「活動満

足度（最後の活動）」，「活動満足度（最高）」，「活動満足度（最低）」，「活動満足度の平均（3 時間以上の

活動）」，「活動満足度の分散」の 7変数（睡眠は活動に含まない）を用いて幸福感を推定することが望ま

しい．3つ目に，デモグラフィックデータおよびサイコグラフィックデータを媒介変数として用いること

が望ましい．4 つ目に，これらの変数から幸福感を推定する際には図 12，18 および，デモグラフィック

データ，サイコグラフィックデータに応じた，図 19〜24 に記載の係数を用いることが望ましい． 

 次に，5-2-2 での考察より，各活動の活動満足度『ActiveQoL』を計算する際には以下の要件を満たす

ことが望ましいことが明らかになった．1 つ目に，「活動内容の満足度」，「活動を行った場所・環境の満

足度」，「初めて行く場所での活動だったか否か」，「一緒に活動を行った人に対する満足度」の 4 変数を

用いて活動満足度を計算することが望ましい．2つ目に，デモグラフィックデータおよびサイコグラフィ

ックデータを媒介変数として用いることが望ましい．3つめに，これらの変数から幸福感を推定する際に

は図 29 および，デモグラフィックデータ，サイコグラフィックデータに応じた，図 30〜32 に記載の係

数を用いることが望ましい． 

 5-2-1 での考察および 5-2-2 での考察の両方を踏まえ，『ActiveQoL』による都市評価 20の要件をまとめ

ると以下の通りである．また，要件をまとめて図にしたものが，図 33 である． 

 

1）幸福感の推定に必要なデータ 

 

 『ActiveQoL』による都市評価において幸福感を推定するためには，以下のデータを収集することが必

要である． 

・活動嗜好：STEP①のアンケート調査において住民の活動嗜好（理想の活動）のデータを収集することが

必要である．その際，後述の実際の活動内容とのギャップから「活動内容の満足度」，「活動を行った場

所・環境の満足度」，「一緒に活動を行った人に対する満足度」の 3変数を計算することができるように，

活動嗜好のデータには，活動内容，活動を行う場所・環境，一緒に活動を行う人のそれぞれに対しての嗜

好が含まれている必要があることが明らかになった． 

・実際の活動内容：STEP②のウェアラブルデバイスによって住民の実際の活動データを収集する必要が

ある．その際，前述の活動嗜好とのギャップから，「活動内容の満足度」，「活動を行った場所・環境の満

足度」，「一緒に活動を行った人に対する満足度」の 3 変数を計算することができるように，実際の活動

データには，活動内容，活動を行った場所・環境，一緒に活動を行った人，のそれぞれの活動データが含

まれている必要があることが明らかになった．また，「初めて行く場所での活動だったか否か」も変数と

して用いるため，活動を行った場所・環境については，過去に行った場所か否かを判別する必要がある． 
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・デモグラフィックデータおよびサイコグラフィックデータ：STEP①のアンケート調査において，住民の

活動嗜好（理想の活動）だけでなく，デモグラフィックデータおよびサイコグラフィックデータも収集す

ることが望ましい．調査する項目に関しては，本研究では性格，一人暮らしか否か，エニアグラムによる

性格タイプの 3 項目を用いたが，その他にも幸福感に影響を与える項目が存在する可能性があり，今後

の課題である． 

・健康状態：STEP②のウェアラブルデバイスによって，住民の実際の活動データだけでなく，健康状態の

データも収集することが必要である．実際にどこまで健康状態を把握できるかは不明だが，近年では皮

膚温度，脈拍，血中酸素濃度を測定することで体温や心肺機能の異常といった身体的健康状態から，スト

レス値などの精神的健康状態までを測ることができるデバイスが開発されている． 

 

2）幸福感の推定式 

 

 上記で挙げた収集データから，幸福感を求める推定式は，図 33,18 の通りである．また，住民のデモグ

ラフィックデータおよびサイコグラフィックデータに応じて，図 19〜24 および図 30〜32 を用いること

が望ましい． 

 

3）本章で明らかにできなかった要件 

 

 本章では，活動嗜好と実際の活動内容から「活動内容の満足度」，「活動を行った場所・環境の満足度」，

「一緒に活動を行った人に対する満足度」の 3 変数を計算する際の係数については明らかにすることが

できなかったため，今後の課題である．また，幸福感を推定する際の変数として，本章では「健康状態」，

「活動満足度の平均（1 日）」，「活動満足度の平均（起床〜1/4 日）」，「活動満足度の平均（1/4 日〜2/4

日）」，「活動満足度の平均（2/4 日〜3/4 日）」，「活動満足度の平均（3/4 日〜就寝）」，「活動満足度の平均

（起床〜1/2 日）」，「活動満足度の平均（1/2 日〜就寝）」，「活動満足度（最後の活動）」，「活動満足度（最

高）」，「活動満足度（最高）」，「活動満足度の平均（3時間以上の活動）」，「活動満足度の分散」の 13 変数

を用いた．しかし，各活動の相乗効果や相殺効果，日常的に行う活動か否かなど，他にも幸福感に影響を

与える変数は考えられる．他の変数の存在やそれらを用いた時の係数などを調査することも今後の課題

である．更に，本章ではデモグラフィックデータおよびサイコグラフィックデータとして，性格，一人暮

らしか否か，エニアグラムによる性格タイプの 3 項目を用いたが，その他にも幸福感に影響を与える項

目が存在する可能性があり，今後調査する必要がある．特に本章で実施したアンケート調査では年齢分

布に偏りがあり，年齢による幸福感の影響の違いを調査することができなかった．そのため，より広い年

齢範囲の人々に同様の調査を実施し，世代による幸福感の影響の違いを調査する必要がある．そして，本

章で実施したアンケート調査では標本数が少なかったことも課題である．そのため，より大人数の人々

に対して調査を実施し，結果の信頼性を高める必要がある． 
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図 33：『ActiveQOL』による都市評価の要件 
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5-4. 小括 

 

 本章では『ActiveQoL』による都市評価 20の要件，具体的には，活動満足度『ActiveQoL』の計算および

幸福感の推定の際にどのようなデータが必要か，計算式および推定式の係数はいくつになるのかについ

て明らかにした． 

 5-1 では，活動満足度『ActiveQoL』の計算および幸福感の推定にあたって，変数間の関係を把握する

ために実施したアンケート調査の概要を説明した． 

 5-2 では，実施したアンケート調査の結果に対して統計解析環境 R のパッケージ lavaan によるパス解

析を行い，変数間の関係について考察した．健康状態，活動満足度と幸福感の関係についての考察では，

幸福感を推定する際は，活動の満足度に関する変数に睡眠を含まない方が推定の精度が上がる可能性が

高いこと，1日の活動を 2つの時間帯に分割した変数を設定する方が精度が上がる可能性が高いこと，健

康状態と活動満足度共に変数として用いるのが望ましいこと，活動満足度については「活動満足度の平

均（起床〜1/2 日）」，「活動満足度の平均（1/2 日〜就寝）」，「活動満足度（最後の活動）」，「活動満足度

（最高）」，「活動満足度（最低）」，「活動満足度の平均（3時間以上の活動）」，「活動満足度の分散」の 7変

数を用いるのが望ましいこと，性別，一人暮らしか否か ，性格タイプなどのデモグラフィックデータお

よびサイコグラフィックデータを媒介変数として用いるのが望ましいこと，更に，各変数間の係数につ

いて明らかにした．活動内容の満足度，周囲の環境の満足度，他人との関係の満足度と活動満足度の関係

についての考察では，活動満足度を計算する際は，活動内容，活動を行なった場所・環境，一緒に活動を

行なった人の満足度および，初めて行く場所での活動だったか否かを変数として用いるのが望ましいこ

と，性別，一人暮らしか否か ，性格タイプなどのデモグラフィックデータおよびサイコグラフィックデ

ータを媒介変数として用いるのが望ましいこと，更に，各変数間の係数について明らかにした． 

 5-3 では，変数間の関係についての考察を踏まえ，『ActiveQoL』による都市評価の要件，具体的には，

活動満足度『ActiveQoL』の計算および幸福感の推定の際にどのようなデータが必要か，計算式および推

定式の係数はいくつになるのかについて明らかにした．幸福感の推定に必要なデータとしては，活動嗜

好，実際の活動内容，デモグラフィックデータおよびサイコグラフィックデータ，健康状態が挙げられ，

活動嗜好のデータには，活動内容，活動を行う場所・環境，一緒に活動を行う人，のそれぞれに対しての

嗜好が，実際の活動データには，活動内容，活動を行った場所・環境，初めての場所での活動か否か，一

緒に活動を行った人，のそれぞれの活動データが含まれている必要があることが明らかになった．また，

これらのデータから幸福感を推定する推定式（図 33，18〜24，30〜32）を明らかにした．一方で，本章

で明らかにできなかった要件として，活動嗜好と実際の活動内容から「活動内容の満足度」，「活動を行っ

た場所・環境の満足度」，「一緒に活動を行った人に対する満足度」の 3変数を計算する際の係数，本章で

検討した活動に関する変数以外で幸福感に影響を与える変数の可能性，性格，一人暮らしか否か，エニア

グラムによる性格タイプ以外に幸福感に影響を与えるデモグラフィックデータおよびサイコグラフィッ

クデータの項目，本章で実施したアンケート調査では調べられなかった年齢層や標本数，の 4 点につい

て述べた． 
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6-1. 各章の成果 

 

 以下に，各章の成果を述べる． 

 第 1 章では，研究の背景について述べた上で，目的の設定および既往研究に対する位置づけを行い，

研究の構成を示した． 

 第 2 章では，幸福感研究や幸福感調査の変遷および内容を明らかにするため，幸福感の分類，幸福感

研究や幸福感調査の変遷，幸福感研究の内容，幸福感を規定する要因，これまでの幸福感調査の内容につ

いて順に整理を行なった．2-3 では，既往研究から幸福感を規定する要因を抽出し，デモグラフィックデ

ータ，サイコグラフィックデータ，健康状態，活動傾向，周囲の環境，他人との関係，の 6つのカテゴリ

ーに分類した．また，2-5 では，国内の自治体による幸福感調査は，海外の主流とは異なり，主に主観的

項目によって構成されているという特徴を明らかにした． 

 第 3 章では，幸福感調査を実施している国内自治体へのヒアリングを通し，自治体よる既存の幸福感

調査の課題を明らかにした．3-3 にて明らかになった既存の幸福感調査の課題は，調査の負担が大きいこ

と，調査項目が主観的項目で構成されているため調査結果を具体的な都市政策に反映するのが難しいこ

と，回答者の細かい要望を把握するのが難しいこと，などであった． 

 第 4章では，2021 年に開発された 2つの幸福感に基づく新たな都市評価方法（『QOL アクセシビリティ

法』18 と『ActiveQoL』による都市評価 20）と既存の幸福感調査とを比較検討した．その結果，新たな都

市評価方法が，既存の幸福感調査に基づく都市評価方法と比べて多くの点で優れており，既存の課題を

解決する有効な都市評価方法であることが明らかになった．特に，『SDGs（Sustainable Development 

Goals）』12や『Society ５.0』13の理念に沿って一人一人の要望を反映した都市評価を行いたい場合や，

都市政策のフィードバックをリアルタイムに行うなど短期間で PDCA サイクルを回したい場合などは，

『ActiveQoL』による都市評価が望ましいことを述べた． 

 第 5 章では，第 4 章で有効性が明らかになった『ActiveQoL』による都市評価 20 を実現するため，

『ActiveQoL』による都市評価の要件を明らかにした．具体的には，人々の活動満足度や幸福感などの関

係を把握するアンケート調査から，『ActiveQoL』による都市評価において幸福感を推定するために必要

なデータや推定式の係数を明らかにした．幸福感の推定に必要なデータとして，活動嗜好，実際の活動内

容，デモグラフィックデータおよびサイコグラフィックデータ，健康状態が挙げられ，活動嗜好のデータ

には，活動内容，活動を行う場所・環境，一緒に活動を行う人，のそれぞれに対しての嗜好が，実際の活

動データには，活動内容，活動を行った場所・環境，初めての場所での活動か否か，一緒に活動を行った

人，のそれぞれの活動データが含まれている必要があることが明らかになった．また，これらのデータか

ら幸福感を推定する推定式（代表的なものは図 33）を明らかにした． 
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図 33：『ActiveQoL』による都市評価の要件（再掲） 
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6-2. 総括 

 

 本研究の総括は以下の通りである． 

 今後の都市計画分野においては，ソフト事業の増加や多様な価値観への対応が求められていることか

ら，住民の幸福感に基づく都市評価が重要となると予想されるが，現在実施されている幸福感調査には

多くの課題が存在している．昨年発表された『QOL アクセシビリティ法』18や『ActiveQoL』による都市評

価 20などの新たな都市評価方法は，これらの既存の課題を解決する有効な方法である．特に『ActiveQoL』

による都市評価 20 は，住民一人一人の活動データから幸福感をリアルタイムに推定しているため，住民

の多様な価値観への対応や，都市事業の即時的な評価が可能で，今後の都市計画において大変有効な方

法となる．この『ActiveQoL』による都市評価において幸福感を推定するのに必要なデータは，活動嗜好，

実際の活動内容，デモグラフィックデータおよびサイコグラフィックデータ，健康状態などであり，特に

活動嗜好のデータには，活動内容，活動を行う場所・環境，一緒に活動を行う人，のそれぞれに対しての

嗜好が，実際の活動データには，活動内容，活動を行った場所・環境，初めての場所での活動か否か，一

緒に活動を行った人，のそれぞれの活動データが必要である．また，これらのデータから幸福感を推定す

る推定式は図 33 の通りである． 
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6-3. 本研究の課題と今後の展望 

 

 6-1，6-2 では，本研究で明らかにしたことを述べたが，『ActiveQoL』による都市評価 20を実現するに

あたって克服しなければいけない課題が残されている．また，並行して，『ActiveQoL』による都市評価が

実現した際に自治体が目指すべき都市像についても議論を重ねていく必要がある．本節では，それぞれ

について順を追って説明していく． 

 第 5 章では，『ActiveQoL』による都市評価において住民の幸福感を推定する上で，どのようなデータ

が必要か，推定式の係数はいくつになるかを明らかにしたが，デモグラフィックデータおよびサイコグ

ラフィックデータの項目が，性別，一人暮らしか否か，性格タイプの 3項目のみに限られており，その他

にも幸福感推定の係数に影響を与える要素が存在するかどうか調査する必要がある．特に，活動満足度

と幸福感に関するアンケート調査の標本数は少なく，回答者の属性は 20 代に偏っていたため，実際に

『ActiveQoL』による都市評価において幸福感を推定するためには，より広範囲の年齢層に対する調査も

実施し，各世代の係数を明らかにしなければならない． 

 また，幸福感の推定に必要なデータや推定式の確立と並行して，どのように住民のデータを収集する

かについても検討していく必要がある．住民の活動嗜好を調査するアンケートの作成や，実際の活動を

記録するウェアラブルデバイスの開発などに加えて，住民の活動データを収集するには個人情報の取り

扱いに関する倫理的な課題も残されており，『ActiveQoL』による都市評価の実現に向けて，これらの課題

を克服しなければならない． 

 一方，『ActiveQoL』による都市評価が実現した際に自治体が目指すべき都市像についても議論を重ね

ていく必要がある．『ActiveQoL』による都市評価が実現すると，自治体は住民一人一人の嗜好を把握した

上で，住民の幸福感を常にモニタリングしながら，都市政策を実施することが可能となる．このように住

民一人一人の幸福感が情報として得られる場合，各自治体はどのような都市を目指すべきであろうか． 

 自治体が目指す目標として，従来のように多くの住民の幸福感が向上する政策を実施し，全住民の幸

福感の平均を最大化する選択肢が考えられる．もしくは，幸福感が特に低い人の幸福感を向上する政策

を実施し，従来見過ごされてきたマイノリティを救済する選択肢も考えられる．もしかすると，あらかじ

めターゲットとする住民像を宣言し，実施する都市政策に合わせた嗜好の持ち主を住民として迎え入れ

る自治体が出てくるかもしれない．しかし，あらかじめターゲットとする住民を宣言するような自治体

では，自治体内の住民は幸せに住めても周囲の地域への悪影響を引き起こす可能性や，そもそも多様な

価値観に対応していないなど，批判されうる点はいくつか存在する．この点を踏まえると，従来のよう

に，住民の幸福感の平均を向上させつつ，マイノリティにも気を配り，幸福感が低すぎる人のための政策

を並行して実施することが無難かもしれない． 

 『ActiveQoL』による都市評価の実現が重要であるのは本研究が示す通りだが，上記のような議論を踏

まえて，『ActiveQoL』による都市評価の結果をどのように活用するか，どのような都市像を目指すかにつ

いても併せて提案することができれば，『ActiveQoL』による都市評価の普及がより一層早まると考えら

れる． 
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